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総　　論

Ａ 目的及び適用範囲

1 目的

このﾏﾝｼｮﾝ修繕工事積算基準（以下「基準」という）は一般社団法人ﾏﾝｼｮﾝ改修設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会（以下「MCA]という）

会員が予定価格作成のもととなる修繕工事内訳書にすべき当該工事の積算について必要な事項を定め、もって工事費

の適正な積算に資することを目的とする。

2 適用範囲

-1 本基準は、ﾏﾝｼｮﾝ管理組合がMCA会員に委託する修繕工事の積算に適用する。

-2 工法、発注方式、工事規模及び内容等が特殊な場合本基準が適当でないと判断される場合には、ﾏﾝｼｮﾝ管理組合と

協議の上、別途定めることができる。

Ｂ 工事費区分・構成

1 工事費の区分

工事費は、直接工事費、共通費、及び消費税等相当額に区分する。

直接工事費は、各工事種目に区分し共通費は、共通仮設費、現場管理費及び一般管理等に区分する。

2 工事費の構成

設計予算工事費の構成は、次のとおりとする。　※1

直接工事費

                    純工事費

工事原価 共通仮設費

工事価格 共通費

                     現場管理費

工事費 一般管理費等

消費税等相当額

Ｃ 直接工事費

1 直接工事費は工事目的を達成するために直接必要とする費用で、直接仮設に要する費用を含み「数量」と「単価」

により算出する。直接工事費は、各工事種目、科目、細目に区分する。

2 「数量」は、設計図書並びに現地調査により計測、計算し、その方法は、第4節に定める。

3 「単価」は、材料費、労務費、機械器具費、その他(下請経費等)で構成する「複合単価」を基本とする。

その他(下請経費等)とは、下請経費(法定福利費共)及び小機材の損傷費等であり工種ごとの比率による。 ※2

4 「複合単価」の算出においては、新築工事における無人状態と異なり居住者がいる状態での工事となるため騒音や

振動の発生する作業の時間制限及び建築資材の搬出入経路の制約等作業効率の低下を適正に反映する。 ※4

5 「複合単価」は上記の点を踏まえ次の方法より算定する。

① 刊行物の掲載価格の採用

　　（１）積算資料　ﾏﾝｼｮﾝ修繕編　(一般財団法人）経済調査会発行

　　（２）建築施工単価・積算資料　(一般財団法人）経済調査会発行

　　（３）建築ｺｽﾄ情報・建設物価　(一般財団法人）建設物価調査会発行

② 物価資料からの決定方法

（１）複数の資料を比較、検討

（２）比較にあたり施工条件等を考慮する

③ 専門工事事業者からの見積価格(ｺﾞﾝﾄﾞﾗ吊り足場等)及び製造業者の定価表の掲載価格 ※3

④ 過去の同等規模工事における施工事業者の工事価格(市場価格)

※1 参考文献　「公共建築工事積算基準」国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

※2 参考文献　「公共建築工事単価積算基準」国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

※3 参考文献　「保全工事積算基準」独立行政法人　都市再生機構編集 

※4 修繕・改修工事において標準歩係りによる複合単価は労務費の所要量の15％増しを標準とする。

第 1 節
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内訳書標準書式

Ａ 「修繕建築工事内訳標準書式」は　①　種目・科目別　②　細目別　に分け次のとおりとする。※1

1 種目・科目別内訳書(参考例抜粋)

名称 摘要 数量 単位 金額

Ⅰ 直接工事費

(修繕工事) 1.0 式

1 直接仮設工事 1.0 式

2 壁面等補修工事(ｺﾝｸﾘｰﾄ部) 1.0 式

3 ﾀｲﾙ等補修工事 1.0 式

4 ｼｰﾘﾝｸﾞ工事 1.0 式

5 外壁等塗装工事 1.0 式

6 鉄部等塗装工事 1.0 式

7 防水工事 1.0 式

8 その他工事 1.0 式

9 発生材処理費(運搬費共) 1.0 式

(改善工事)

10 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ新設工事 1.0 式

11 〇〇室ﾘﾌｫｰﾑ工事 1.0 式

合　計

Ⅱ 共通費

A 共通仮設費 1.0 式

B 現場管理費 (直接工事+共通仮設費)×比率 1.0 式

C 一般管理費 1.0 式

合　計

端数調整 1.0 式

見積金額に法定福利費を含む

法定福利費 (工事金額×労務比率×法定保険料率) 〇〇〇〇円含む

工事費総計 1.0 式

消費税相当額 10% 1.0 式

工事費総合計 1.0 式

2 細目別内訳書(参考例抜粋)

名称 摘要 数量 単位 金額

Ⅰ 直接仮設工事

(  足場関係  )

1 外部足場組立・解体費(手摺先行型) 運搬・小運搬共　 ㎡

(  養生関係  )

1 足場ﾒｯｼｭｼｰﾄ養生 ㎡

2 養生防護棚 鋼製朝顔養生(道路面) ｍ

4 防犯ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ設置費 外部足場廻り・H=1800  出入口施錠 ｍ

5 開口上部落下防止養生(ｴﾝﾄﾗﾝｽ・通用口他) W=1800程度 箇所

(  その他  )

1 外壁面足場繋ぎ部補修 現況復旧 ㎡ 2ｽﾊﾟﾝ×2層に1箇所

2 荷揚げ設備 ｳｨﾝﾁ・ﾚｯｶｰ等 1.0 式

1.　計

※1 参考文献　「公共建築工事内訳標準書式」国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

※2 発生材処分費は、防水・ｼｰﾘﾝｸﾞ工事においては撤去内容から算出可能だが　下地補修工事における発生材の数量は実数精算のため

設計（想定）数量となる。よって発生材数量が計画の段階では確定できないため実数精算項目とする。

※3 工事設計予算は、原則として工事価格の有効桁が上位4桁、一千万円未満の場合は一万円単位になるように調整する。

※4 数量に対応する単価の端数処理は、有効上位3桁とする。但し、千円未満の場合は十円単位とする。

備考

備考

※2　(別紙明細1)

第2節

枠組本足場W=600(単管併用)・ﾗｯｾﾙﾈｯﾄ共

新品、または新品同等ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ済品使用

(別紙明細)

(直接工事+共通仮設費+現場管理費)×比率

※3

※4
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共通費

A 共通仮設工事

1 通則

-1 共通仮設費は、各工事種目(建築・設備工事他)に共通の仮設に要する費用であり、修繕工事積算基準における内容は下表とする。

項　目

準備費 敷地測量、敷地整理、道路占有料、仮設用借地料、その他の準備に要する費用

瑕疵担保責任保険 瑕疵担保責任保険費用

仮設建物費 管理事務所、現場事務所、倉庫、作業員施設等に要する費用

工事施設費 仮囲い、工事用道路、仮設構台、場内通信設備等の工事用施設に要する費用

環境安全費 安全標識、消火設備等の施設の設置、安全管理・合図等の要員、隣接建物等の養生及び補償復旧に要する費用

動力光熱費 工事用電気設備及び工事用給排水設備に要する費用並びに工事用電気・水道料金等

屋外整理整頓費 屋外及び敷地周辺の跡片付け及びこれに伴う屋外発生材処分等並びに除雪に要する費用

機械器具費 共通的な工事用機械器具(測量機器、揚重機械器具、雑機械器具)に要する費用

その他 材料及び製品の品質管理試験に要する費用、その他上記のいずれの項目にも属さない費用

-2 共通仮設は、直接工事費に対する比率ではなく工事内容の理解得られるように設計仮設図面等に基づいて積み上げ計算とする。

また、できうる限り「一式計上」ではなく根拠数量を具体的に計上する。(※1)

なお、積み上げ計算をする項目については、計画数量とする。

2 細目内訳基準

-1 積み上げ方式の場合、計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

(  準備費  )

1 各種申請費用 足場設置届け、道路占有等(図面作成費共)　 1.0 式

2 近隣対策費 事前挨拶・借地等打合せ費 1.0 式

(  瑕疵担保責任保険  )

1 瑕疵担保責任保険費 保証期間10年+延長保証5年特約 1.0 式

(  仮設建物費  )

1 現場事務所・作業員休憩所 敷地内に組立ﾊｳｽ仮設（○ヶ月）※2 1.0 式 ※1

2 資材倉庫 敷地内に組立ﾊｳｽ仮設（○ヶ月）※2 1.0 式

3 仮設資材置場費 ｺﾝﾊﾟﾈ敷き・防炎ｼｰﾄ程度 1.0 箇所

4 工事用仮設ﾄｲﾚ ｾｯﾄ

5 事務所備品費 ｺﾋﾟｰ機1台、事務机椅子、ﾛｯｶｰ等 1.0 式

6 雑共通仮設運搬費 ２tﾄﾗｯｸ×〇台 台

(  工事施設費  )

1 ﾌｪﾝｽﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ 高さ1.8M×幅1.8M 期間〇カ月 台

2 産業廃棄物等廃材置場 台

3 搬入経路養生(鉄板敷き) t=22程度 ㎡

4 隣接物養生復旧費（申請費共） 鉄道、高速道路等に近接した物件の場合 1.0 式

(  環境安全費  )

1 安全保安・監視員費　 仮設資材搬出入・その他資材搬入時　※3 人

2 安全対策費 ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ・ｶﾗｰｺｰﾝ・安全標識・消火器他 1.0 式

3 防犯対策費 ｾﾝｻｰﾗｲﾄ(〇箇所)施錠付 箇所

4 防犯対策費（補助錠） 掃出し窓のみ 箇所

(  動力用水光熱費  )

1 仮設給排水設備 ｾｯﾄ

2 仮設用電源設備 引き込み・配線工事(使用料金〇〇負担) 1.0 式

3 水道及び電気使用料 （支給）

(  屋外整理清掃費  )

1 屋外及び道路面等清掃費 1.0 式

(  機械器具費  )

1 荷揚用揚重機械 ｳｨﾝﾁ・ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ等 1.0 式

(  その他  )

1 居住者車両対策費 （別途協議） 〇台分×〇か月+1か月 台

2 工事用車両対策費 台

3 試験費 ﾀｲﾙ引張試験(〇箇所) 箇所

4 広報費 標示看板、広報連絡他 1.0 式

5 植栽仮置き場設置費用 戸

① 隣接物養生復旧費について、鉄道、高速道路に近接して工事を行う場合は事故防止対策として予め鉄道事業者又は道路事業者と協議とする。又、対策申請に係る

費用については工事範囲及び各事業者により費用が異なる為、実費精算とする。

② 現場事務所、作業員休憩所、車両移動費について、建物敷地内に設置及び移動が困難な場合は、外部借用とする。設計時においては計画数量として項目を計上し

実費精算とする。※実費精算とは設計変更によって数量だけでなく仕様の変更を伴った精算方式（事前に管理組合及び設計者に承諾を得ること）

〇台分×約 〇か月+1か月（無償　敷地内借用）

内　　　　容　　　

(別紙明細　4)

(別紙明細　5)

(別紙明細　11)

(別紙明細　12)

(別紙明細　10)

(別紙明細　9)

(別紙明細　3)

(別紙明細　8)

共用部より分岐(使用料金〇〇負担)・簡易沈殿槽ｼﾝｸ共

(別紙明細　2)

ﾌﾚｺﾝﾎﾞｯｸｽ　〇㎥×○台　○ヶ月(仮囲・養生共)

敷地内に仮設（ﾕﾆｯﾄ型、ｺﾝﾃﾅ型）水洗　

     実費精算

(別紙明細　6)

　　 実数精算 (別紙明細　7)
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※1 「一式計上」の明細を作成し設計予定価格とする。但しこの明細数量、単価は入札時には公表しない。

入札時には見積参加施工業者に数量を記載していない書面を配布し、入札金額とともに明細金額を計上したものを提出。

以下　備考欄に記載されている (別紙明細)も同様とする。　

※2 設計予算算出にあたっては、現場事務所は統計的に住戸数別に下表の規模程度を想定する。

※3 設計予算算出にあたっては、下表の足場の掛け面積に対する楊重別歩掛を基準に仮設搬出入時の保安・監視員人数を想定し、

その他必要保安員を加算し、また年末年始・夏季休暇期間中並びに台風時の現場巡回警備員を必要に応じ考慮する。（実数精算項目）

別紙明細参照

B 現場管理費

1 通則

-1 現場管理費は、工事施工にあたり工事現場を管理運営するための費用で、共通仮設費以外の費用であり修繕建築工事積算基準における

内容は下表による。(※1)

項　目

現場雇用労働者（各現場で元請企業が臨時に直接雇用する労働者）及び現場労働者（再下請を含む下請負契約に

基づき現場労働に従事する労働者）の労務管理に要する費用

・募集及び解散に要する費用

・慰安、娯楽及び厚生に要する費用

・純工事費に含まれない作業用具及び作業用被服等の費用

・賃金以外の食事、通勤費等に要する費用

・安全、衛生に要する費用及び研修訓練等に要する費用

・労災保険法による給付以外に災害時に事業主が負担する費用

租税公課

保険料 工事保険、組立保険、賠償責任保険及び法定外の労働保険の保険料(労災上乗せ保険等)

従業員給料手当 現場従業員（元請企業の社員）及び現場雇用労働者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）及び賞与

竣工図等作成費 竣工図等を外注した場合の費用

退職金 現場従業員に対する退職給付引当金繰入額及び現場労働者の退職金

現場従業員、現場雇用労働者及び現場労働者に関する次の費用

・現場労働者に関する労災保険料の事業主負担額

・建設業退職金共済制度に基づく証紙購入代金

福利厚生費 現場従業員に対する慰安、娯楽、厚生、貸与被服、健康診断、医療、慶弔見舞に要する費用

事務用品費 事務用消耗品費、OA機器等の事務用備品費、新聞・図書・雑誌等の購入費、工事写真代等の費用

通信交通費 通信費、旅費及び交通費

ただし、電波障害等に関する補償費を除く

その他 会議費、式典費、工事実績の登録等に要する費用。その他上記のいずれかの項目にも属さない費

※ 瑕疵担保保険 修繕工事を実施した部分の瑕疵により瑕疵担保保険責任を確実に履行するために事業者が加入する保険費

瑕疵担保保険費は加入プラン毎に算出基準が異なるため、国土交通大臣認定の保険事業者に確認とする。

EXP.Jにて建物が連結している場合は複数棟として計上する（標準）

内　　　　容　　　

補償費

工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙代、固定資産税・自動車税等の租税公課、諸官公署手続き費用

労務管理費

法定福利費
・現場従業員及び現場雇用労働者に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額

工事施工に伴って通常発生する騒音、振動、濁水、工事用車両の通行等に対して、近隣の第三者に支払われる補償費。
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-2 現場管理費の算出については、現場代理人は80万円/月・副代理人は60万円/月・職長並びに事務員は40万円程度×工期を

想定する。又、着工前準備期間については対象となる現場担当者の費用も算出するものする。

C 一般管理費等

1 一般管理費等は、工事施工にあたり受注者の継続運営に必要な費用で、一般管理費と付加利益等からなる。

付加利益等は、法人税・株主配当金・役員賞与・内部留保金等があげられる。

修繕建築工事積算基準における内容は下表による。(※1)

項　目

役員報酬等 取締役及び監査役に要する報酬及び賞与（損金算入分）

従業員給与手当 本店及び支店の従業員に対する給与、諸手当及び賞与（賞与引当金繰入額を含む）

退職金 本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金（退職給与引当金繰入額及び退職年金掛金を含む）

法定福利費 本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業主負担額

福利厚生費 本店及び支店の従業員に対する慰安、娯楽、厚生、貸与被服、医療、慶弔見舞等の福利厚生に要する費用

維持修繕費 建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費等

事務用品費 事務用消耗品費、固定資産に計上しない事務用雑品、新聞参考図書等の購入費

通信交通費 通信費、旅費及び交通費

動力用水光熱 電力、水道、ｶﾞｽ等の費用

調査研究費 技術研究、開発等の費用

広告宣伝費 広告、公告又は宣伝に要する費用

交際費 得意先、来客等の接待、慶弔見舞等に要する費用

寄付金 社会福祉団体等に対する寄付

地代家賃 事務所、寮、社宅等の借地借家料

減価償却費 建物、車両、機械装置、事務用備品等の減価償却額

試験研究償却費 新製品又は新技術の研究のための特別に支出した費用の償却額

開発償却費 新技術又は新経営組織の採用、資源の開発並びに市場の開拓のため特別に支出した費用の償却額

租税公課 不動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占有料その他の公課

保険料 その他の損害保険料

契約保証費 契約の保証に必要な費用

雑費 社内打合せ費用、諸団体会費等の上記のいずれの項目にも属さない費用

2 一般管理費は　区分の内容ついて、費用を積み上げにより算出するか、過去の実績等に基づき工事原価(※3)の合計額に対する比率

により算出するかの2通りである。

積み上げによる算出は　施工会社規模により異なるため　過去の統計的資料により工事原価の合計額に対する比率を5～7ﾊﾟｰｾﾝﾄ

にて計上する。

※1 参考文献　「公共建築工事共通費積算基準」 

※2 純工事費とは、直接工事費+共通仮設費の合計金額をいう。

※3 工事原価とは、純工事費+現場管理費の合計金額をいう。

内　　　　容　　　
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数量積算基準

Ａ 基本事項

1 数量及び計測、計算の方法は本節のほか、「公共工事建築数量積算基準」※1の定めとする。

2 修繕工事内訳書の細目に計上する数量及び計測、計算の方法は、各節に定める他　仕上一般については本節による。

3 数量は、設計数量、所要数量又は計画数量によるものとして、数量表示が困難な場合に限り一式表示とすることができるが原則

設計数量表示とする。

① 設計数量は、現地調査による個数及び設計図書に表示されている個数や設計寸法又は現地測定寸法から求めた正味の数量。

なお、材料のﾛｽ等については単価の中で考慮する。

② 所定数量は、設計数量に施工上の切りむだ等を割りました数量。なお所要数量である旨明示する。

③ 計画数量は、設計図書、現状の状況等から計画又は推定した施工方法を基に算出した数量。(仮設工事の数量等が該当する。)

④ 計測寸法の単位は、原則としてmとする。

⑤ 長さ、面積、体積及び質量の単位は、原則としてm. ㎡ . m3  及び t とする。

4 計測・計算における端数処理及び有効数値は、原則として次による。

① 端数処理は、四捨五入とする。

② 長さ、面積、体積及び質量は小数点以下第2位とする。また、計測・計算過程においても小数点以下第2位とすることができる。

なお、電子ﾃﾞｰﾀの数値については、計測・計算過程において、その数値を活用してもよい。

5 工事費内訳書の数量は、原則として小数点以下第2位を四捨五入し、小数点第1位とする。但し100以上の場合は　整数とする。

6 数量は、複合単価に対応したものとする。

7 この基準に規定した計測・計算の方法に準じる略算法を用いるときは、適切な方法による。

(例・建具及び折板などの塗装係数及びｼｰﾙ長さ換算等があげられる)

8 計測・計算に統計値を用いるときは、適切な統計値による。

B 仕上の定義と区分

1 仕上とは、躯体及び準躯体の保護、意匠、装飾その他目的による材料、製品、器具類等の塗り付け・張り付け、取付又は躯体の表面の

加工等をいう。　図4節-1　参照

2 仕上は積算上、建物の内外を遮断する面を基準とし、外部仕上と内部仕上に区分する。ただし、内外を遮断する開口部としての

建具類は外部仕上に属するものとする。駐輪場、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ等において間接的に外気に接する部分も外部とする。　

内部仕上の内部とは、通常　床・内壁・天井・建具により完全に囲まれた空間とする。

C 仕上の計測・計算

1 計測・計算する寸法

① 仕上の数量は、原則として主仕上表面の設計寸法による面積から、建具類等開口部の外法寸法による面積を差し引いた面積とする。

又開口部及び設備器具類の面積が１箇所当り0.5㎡以下のときは開口部による主仕上の欠除は原則としてないものとする。

※　修繕工事の場合、建具表及び詳細図が竣工図書に含まれていない場合が多く現地測定を採用せざるを得ないため、躯体・準躯体表面

　　の設計寸法を原則、主仕上表面及び現地採用寸法の設計寸法とする。但し仕上げ厚が不明の場合及び既存下地撤去の場合は

　　従来とおり躯体又は準躯体表面とする。　図4節-1　参照

※　建具廻りのｼｰﾘﾝｸﾞについて計測・計算する際は、建具表がない場合又は数量に差異が生じた場合に実数精算する際は現地測定

　　寸法とせざるを得ないため内法寸法ではなく外法寸法とする。またALC建具の場合は数量の差が大きくなることも考慮した。

② 主仕上の表面から躯体又は準躯体の表面までの仕上代が0.05mを超えるときは、原則として①の定めのとおりその主仕上の表面の寸法

で計測・計算する。

2 欠除部分の処理

① 壁部分の梁小口、天井又は床部分の柱小口でその面積が1箇所当り0.5㎡以下であっても仕上の欠除はする。

※　柱及び大梁小口部について、修繕工事の場合数量差が大きくなるため　0.5㎡以下/箇所の欠徐はする。図4節-2　参照

② 面積が1箇所当り0.5㎡以下の附合物又は高さもしくは幅が0.05m以下の幅木、廻縁、ﾎﾞｰﾀﾞｰ等による各部分の仕上の欠除は、原則として

ないものとする。 図4節-3　参照

3 凹凸のある仕上

各部分の仕上の凹凸が0.05m以下のものは、原則として凹凸はないものとして、見付面積を数量とする。なお、折板等凹凸による成形材に

ついては、その凹凸が0.05m超える場合においても設計寸法による見付面積を数量とする。〔ﾘﾌﾞ付等の明記〕

4 附合物等の計測・計算

附合物による欠除ついて計測・計算するときは、原則として主仕上の設計寸法に基づく長さ、面積又は箇所を数量とする。ただし、

幅木、廻縁、ﾎﾞｰﾀﾞｰ等の開口部による欠除が1箇所当たり0.05m以下のときは、その欠除は原則としてないものとする。

5 役物類の計測・計算

特殊の形状、寸法等による仕上、仕上の出隅、入隅およびこれらに類するもの又は附合物等の役物は、材種による特則の定めがない限り、

原則として設計寸法に基づく長さ又は箇所数を数量とする。図4節-4　参照

(役物の例　　各種ﾎﾞｰﾀﾞｰ・役物ﾀｲﾙ・水切ﾎﾞｰﾀﾞｰ・抱き面・ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ等　他)　各部名称については　参考資料参照

※1 公共建築数量積算基準　( 平成29年版)平成15年3月31日　国営計第196号　最終改定　平成29年3月17日国営積第29号

[平成29年版・出典：国土交通省ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ]　 https://www.mlit.go.jp/common/001178206.pdf
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図4節-1　設計寸法の定義

図4節-2　柱・大梁小口欠徐

　　　　図の赤色部分は欠徐する。

　　　　但し　小梁は公共基準とおり1箇所当たり

　　　　0.5㎡以下の時は欠徐しない

図4節-3　巾木・ﾎﾞｰﾀﾞｰ欠徐

図4節-4　附合物・役物類の形状
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　建築直接工事

5-1 直接仮設工事

Ａ 一般事項

1 基本事項

① 直接仮設とは工事種目ごとの複数の工事科目に共通して使用する仮設をいう。

② 直接仮設は、受注者の任意で行われることが前提であることから、それぞれの仮設材そのものを計測せずに仮設の設置範囲

〔建築面積・延床面積〕数量とする項目と、設計寸法から計測・計算する項目がある。

③ 計測・計算する項目についても、工事種目別に、労働安全衛生規則を遵守した計画とし、計測・計算を行いその数量は原則「計画数量」とする。

2 足場

① 足場とは、工事施工に伴う内外の高所作業(2.0m以上)の作業床、通路として工事関係者の安全確保のために設置する仮設の構築物等

である。通常、外部足場、内部躯体足場、内部仕上足場等に区分する。

② 外部足場は足場の種類(枠組本足場、ﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場、くさび緊結式足場・張出し足場等) 及び枠組形状(600枠、900枠)により区分する。

また、作業状況により吊り足場、高所作業車を計上する。

③ 作業床が2.0m未満、階高が4.0m未満の場合は、脚立足場・立ち馬で計上する。但し、付属棟・ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰ等において階高が4.0m

未満の場合でも、防水工事等の作業動線、階段足場が必要な場合は　外部足場で計上する。  図 第5節-1-1

図5節-1-1　作業床2m未満の場合

④ 外部本足場には、手摺先行方式を標準とする。

但し、手摺先行方式を採用しない場合は、構築物高さまでの面積とし最上段に安全手摺を設置し掛け長さを計上する。

⑤ 昇降階段の費用は外部足場の複合単価に含まれているため別計上しない。

ただしｗ600枠を使用の場合は枠外に昇降階段を設置するため、足場掛け長さ÷40M+1箇所を計上する。高さは平均高さとする。

⑥ 足場巾木・小幅ﾈｯﾄ(ﾗｯｾﾙﾈｯﾄ)も外部足場の複合単価に含まれているため別途計上しない。

但し、小幅ネット(隙間塞ぎ)が30cmを超えるときは、必要に応じた掛け長さを計上する。

⑦ 勾配屋根が4.5寸勾配以上の場合は、屋根架け足場面積及び落下防止防護柵長さを計上する。

⑧ 外部足場の複合単価には運搬費及び小運搬費が含まれる。運搬費とは往復とし、ﾄﾗｯｸ4t積みで運搬距離30km(片道)を標準とする。

但し、片道30km超える場合又は山間へき地等の場合は実情に合わせた運搬距離として加算する。

また、場内小運搬費についても荷揚用揚重機械と搬出入口までの手運び移動距離が10ｍ以上の場合は加算する。

⑨ 高さが2ｍ以上の作業床の端、開口部等で墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある箇所には、囲い、手摺、覆い等を設けなけれ

ばならない。又、屋上単体工事にてｽﾀﾝｼｮﾝ等既製品を使用する場合は、製造元の設置方法に準じて設置するとする。

⑩ 枠組本足場の高さ45ｍ以上、単管足場31ｍ以上、ﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場15ｍ以上を超える場合は脚注部の補強等、必要な処置を講じることとする。

3 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ吊足場

① ｺﾞﾝﾄﾞﾗ吊足場は、単体ｺﾞﾝﾄﾞﾗ吊式・ｼｽﾃﾑ型ｺﾞﾝﾄﾞﾗ(ｶﾞｲﾄﾞﾚｰﾙ式・ﾈｯﾄ養生式)・移動昇降式等の選別を行い個別に計上する。

4 災害防止

① 養生ｼｰﾄは、飛散防止養生ｼｰﾄ、落下防止ﾈｯﾄ状養生ｼｰﾄ、災害防止用金網式養生ｼｰﾄ等用途別に計上する。

② 外部本足場１階又は避難階の侵入防止柵(金網、自動施錠錠付きﾄﾞｱ等）は別途計上する。

5 片付・養生・清掃

① 搬入経路養生として通路及びELV等の外壁・手摺・床の養生を見込む事とする。鉄部・ｼｰﾘﾝｸﾞの箇所当たりの養生については

各細目工事に養生共として複合単価計上する。但し、床防水工事において既存長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ等を撤去する場合は除外する。

② ﾏﾝｼｮﾝにおいては　ｱﾙﾐ・ｽﾃﾝﾚｽ製品の金物が多く使用されており金物関係のｸﾘｰﾆﾝｸﾞ費用をどのように計上すべきか　

積算の作業にも非常に大きく影響するため一定の基準を定める。

金物のｸﾘｰﾆﾝｸﾞは大きく下記の3タイプに分類し、ⅲの日常清掃されない箇所のみ別途計上する。表　5節-1-1

　ⅰ　管理組合等依頼の日常清掃の除外　　　ⅱ　住戸戸数単位での費用計上　　ⅲ　屋上・外壁等日常清掃されない箇所計上

③ 着色されているｱﾙﾐ・ｽﾃﾝﾚｽ製品については　別途協議の上鉄部塗装・美装工事に計上する。

④ 樹脂製品の無塗装は除外する。

第5節
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B 細目別内訳

① 直接仮設工事における、計上項目は下表の内容があげられる。

(  足場関係  ) 足場存置期間　〇ヶ月

1 外部本足場組立・解体費(手摺先行型) 運搬・小運搬共　 ㎡ 労働安全衛生規則規定  　

2 外部足場組立・解体費 運搬・小運搬共　 ﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場・ﾗｯｾﾙﾈｯﾄ共 　※1 ㎡ 労働安全衛生規則規定  　

3 外部足場組立・解体費 運搬・小運搬共　 〇mを超える補強部　 ㎡

4 屋根架け足場組立・解体費 運搬・小運搬共　 4.5/10勾配以上　※2 ㎡

5 外部足場組立・解体費 運搬・小運搬共　 差込ﾌﾞﾗｹｯﾄ足場 ㎡ 労働安全衛生規則規定  　

6 内部足場組立・解体費 運搬・小運搬共　 階高4M以上箇所 ㎡

7 脚立足場・立ち馬 運搬・小運搬共　 階高4M未満箇所 ｍ

8 移動足場組立・解体費(内部吹抜 ) 運搬・小運搬共　 ﾛｰﾘﾝｸﾞﾀﾜｰ(1段) ㎡

9 ﾊﾞﾙｺﾆｰ・廊下・階段面作業足場 運搬・小運搬共　 脚立、立ち馬等　※3 ㎡

10 雑足場 運搬・小運搬共　 避雷針、内部階段最上部等 1.0 式

11 足場昇降階段（住棟） 運搬・小運搬共　 4ｽﾊﾟﾝ×最高階高　8箇所 ㎡

12 足場昇降階段（付属棟） 運搬・小運搬共　 4ｽﾊﾟﾝ×最高階高　4箇所 ㎡

13 階段最上階棚足場又はﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場 運搬・小運搬共　 ㎡

14 開口部梁枠補強 運搬・小運搬共　 〇〇出入口・W=〇M 箇所

15 足場張出し部補強 運搬・小運搬共　 ｍ

16 高所作業車 ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ付　 日

(  ｺﾞﾝﾄﾞﾗ関係  ) ※4 設置日数=〇〇日

1 足場組立・解体費(地盤面よりｺﾞﾝﾄﾞﾗｽﾃｰｼﾞ面まで) 枠組本足場W=1200(単管併用) ㎡

2 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ着床ｽﾃｰｼﾞ W=1200・手摺 ｍ

3 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ基本料金(形状別) 組立設置・解体・運搬費共 台

4 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ使用料金料金(形状別) 日/台

5 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ構内移動費 回

6 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ用電源 〇カ月 日/台

参考 ｺﾞﾝﾄﾞﾗ掛け面積 ㎡

(  災害防止関係  )

1 足場養生ﾒｯｼｭｼｰﾄ張り(垂直) ㎡

2 養生防護棚 鋼製朝顔養生(道路面)　 ｍ

3 養生防護棚 鋼製朝顔養生(駐車場面) ｍ

4 勾配屋根部落下防止防護棚 ｍ

5 防犯ｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽ設置費 ※5 外部足場廻り・H=1800  出入口扉共(施錠付) ｍ

6 開口上部落下防止養生(ｴﾝﾄﾗﾝｽ・通用口他) W=1800程度 箇所

7 開口上部落下防止養生(1階住戸ﾃﾗｽ等) W=1800程度 箇所

8 開口上部落下防止養生(駐車場通用口) W=1800程度 箇所

(  その他  )

1 足場障害対策費(植栽) 養生・復旧費共 ｍ

2 足場障害対策費(電線) 電線保護管 ｍ

3 足場障害対策費(駐輪場屋根) 長さ/箇所別　※6 箇所

4 足場障害対策費(防護ﾒｯｼｭﾈｯﾄ) 長さ/箇所別　※6 箇所

5 外壁面足場繋ぎ部補修 現況復旧 箇所 2ｽﾊﾟﾝ×2層に1箇所

(  片付・養生・清掃  ) 鉄部・ｼｰﾘﾝｸﾞ等養生費は各工事における細目工事に含む

1 搬入経路養生費（外壁・手摺壁・床）　 1.0 式

2 台風等特別養生費 人工 実数精算

3 手摺ﾄｯﾌﾟﾚｰﾙ防傷養生 ﾊﾞﾙｺﾆｰ・廊下・階段手摺 ｍ

4 照明器具脱着費 上裏部直付照明器具 箇所

5 空調室外機簡易移動及び養生費 脱着は対象外 戸

6 場内清掃費 工事中簡易清掃 ㎡

7 竣工時床清掃 ㎡

8 竣工時清掃(住戸金物) 物干金物・室名札他　中性洗剤による洗浄程度 戸

9 竣工時清掃(共用金物) 中性洗剤による洗浄程度 1.0 式

10 ｱｽﾍﾞｽﾄ処理養生・清掃 1.0 式

11 ｱｽﾍﾞｽﾄ含有吹付材除去 1.0 式

12 ｱｽﾍﾞｽﾄ飛散防止剤散布 1.0 式

新品、または新品同等ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ済品使用

通路及びELV等搬入経路部

(別紙明細)

(別紙明細　13)

(別紙明細　14)

　廊下・階段床面積

　廊下・階段・ﾊﾞﾙｺﾆｰ床面積

枠組本足場W=600(単管併用)・ﾗｯｾﾙﾈｯﾄ共　

(別紙明細)

(細目明細)

(別紙明細)

ﾊﾞﾙｺﾆｰ・廊下・階段天井面積

〇人工程度
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※1 隣地境界等設置ｽﾍﾟｰｽが800mm以下の場合、計画数量としてﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場を計上する。

※2 厚生労働省安全基準は6/10以上とされているが安全を考慮し4.5/10とする。

※3 基準通りﾊﾞﾙｺﾆｰ・廊下・階段部において階高が4.0m以上の場合は別途外部足場にて計上する。

※4 ｺﾞﾝﾄﾞﾗは基本的に現地確認の上見積り形式とする。着床ｽﾃｰｼﾞを設置する場合は、ｺﾞﾝﾄﾞﾗ施工範囲も併せて確認する。

※5 外部本足場１階又は避難階まわりには、侵入防止柵としてｶﾞｰﾄﾞﾌｪﾝｽを計上する。

※6 梁型補強で対応可能か判断可能にするため、箇所当たりの長さ別に計上する。(対象外部足場面積は欠如する)

駐車場進入口や脱着が困難なｱﾙﾐ庇部においては、梁型枠補強箇所等を計上する。

※7 床養生は、既存ｼｰﾄ撤去等計画にあわせて計上する。

表　5節-1-1　ｱﾙﾐ・ｽﾃﾝﾚｽ・樹脂製品の清掃分類

① 換気ﾌｰﾄﾞは、ﾀﾞｸﾄ内清掃又は交換等の場合に数量が必要なので計上する。※1

② 天井扇・ｲﾝﾀｰﾎﾝ・ｽﾋﾟｰｶｰ等の設備工事は除外とする。

③ 上記の除外項目において、ｼｰﾘﾝｸﾞが伴う場合はｼｰﾘﾝｸﾞ工事(金物廻り)に別計上する。

④ 清掃における分類及び計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)　

細目明細 内訳書として掲載

金物関係ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ細目 記載形状は例

(屋上廻り)

1 ﾀﾃ格子手摺(屋上) ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1100程度

2 点検口(屋上) SUS製品 箇所 1000角×150程度

3 丸環(屋上) SUS製品 箇所 φ125程度

4 梯子型ﾀﾗｯﾌﾟ(屋上) SUS製品 箇所 W=350×H=3500程度

5 ﾊﾟﾗﾎﾞﾅｱﾝﾃﾅ支柱(屋上) SUS製品 箇所 φ80×H=1500程度

6 EXP.J金物(屋上) ｱﾙﾐ製品 ｍ 糸尺=450程度

7 ELV機械室換気ﾌｰﾄﾞ(屋上) SUS製品 箇所 300角×250程度

8 消火ﾗｯｷﾝｸﾞ管(屋上) SUS製品 ｍ φ80程度

9 消火ﾗｯｷﾝｸﾞ管(屋上) SUS製品 ｍ φ150-200程度

10 配管架台金物(屋上) SUS製品 箇所 L-45×45×糸900程度

11 補助ﾀﾝｸｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管 塗装品以外対象外 樹脂製品 ｍ 呼称φ50

12 ｼﾞｮｲﾝﾄﾎﾞｯｸｽ 塗装品以外対象外 樹脂製品 箇所 200角×100程度

(ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り)

1 ﾀﾃ格子手摺(ﾙｰﾌﾃﾗｽ) ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1100程度

2 丸環(ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰ) SUS製品 箇所 φ125程度

3 深型ﾌｰﾄﾞ(居室給気) 戸別清掃に含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所

4 空調ｷｬｯﾌﾟ(居室) 戸別清掃に含む 樹脂製品 箇所

(ﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り)

1 垂直避難ﾊｯﾁ SUS製品 箇所 呼称600角

2 非常ベル SUS製品 箇所 φ125程度

3 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(居間給気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ150

4 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(居室給気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ100

5 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(台所排気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ150

6 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(ﾄｲﾚ・浴室排気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ100

7 物干金物 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ鋳鉄製品 箇所

8 ﾀﾃ格子手摺 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1100程度

9 空調ｷｬｯﾌﾟ(居間) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む 樹脂製品 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ75

10 空調ｷｬｯﾌﾟ(居室) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む 樹脂製品 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ75

(空調置場廻り)

1 横桟手摺(空調置場) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1100程度

2 空調ｷｬｯﾌﾟ(居室) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む 樹脂製品 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ75

3 深型ﾌｰﾄﾞ(居室給気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ100

4 深型ﾌｰﾄﾞ(台所排気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ150

5 深型ﾌｰﾄﾞ(ﾄｲﾚ排気) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む ｱﾙﾐ製品 ※1 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ100

6 空調ｷｬｯﾌﾟ(居室) 戸別ｸﾘｰﾆﾝｸﾞに含む 樹脂製品 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ75

(廊下・階段廻り) ※面格子はその他脱着工事に計上

1 廊下EXP.J金物(壁面) ｱﾙﾐ製品 ｍ

2 廊下EXP.J金物(床面) ｱﾙﾐ製品 ｍ

3 廊下ｶﾞﾗｽ型防風ｽｸﾘｰﾝ ｱﾙﾐ製品 箇所 1300×1500程度

4 廊下ﾀﾃ格子型防護柵 ｱﾙﾐ製品 ㎡

10



5 廊下忍び返し金物(ﾀﾃ格子) ｱﾙﾐ製品 ㎡ 300×1500程度

6 廊下非常ﾍﾞﾙ SUS製品 ㎡ φ150×80程度

7 廊下ﾗｯｷﾝｸﾞ配管 SUS製品 ｍ φ100程度

8 廊下天井裏換気口 樹脂製品 ｍ φ50程度

9 廊下ﾀﾃ格子手摺(ｶﾞﾗｽ・横桟共) ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1100程度

10 廊下門扉 ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1000程度

11 廊下室名札(参考) ｱﾙﾐ製品 箇所 200×120程度

12 廊下住戸新聞・郵便受け・傘立て ｱﾙﾐ製品 箇所

13 排水溝(細幅ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋) SUS製品 ｍ W=250程度

14 階段手摺 樹脂製品 ｍ φ32程度

15 階数表示盤 SUS製品 箇所 200角程度

16 ELV操作盤 SUS製品 箇所 200×900程度

17 各戸ｲﾝﾀｰﾎﾝ 樹脂製品 箇所 150×200程度

18 非常放送用ｽﾋﾟｰｶｰ 樹脂製品 箇所 φ300×100程度

19 給湯器給排気口(FF式・FE型がある) SUS製品 箇所 φ150程度

(外周・外壁廻り) ※面格子はその他脱着工事に計上

1 ﾀﾃ格子型窓手摺 ｱﾙﾐ製品 ｍ

2 ｴﾝﾄﾗﾝｽ庇幕板 ｱﾙﾐ製品 ㎡

3 ｴﾝﾄﾗﾝｽ庇上裏ｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ張 ｱﾙﾐ製品 ㎡

4 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(共用排気) ｱﾙﾐ製品 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ150

5 丸型ﾌｰﾄﾞ(給排気) ｱﾙﾐ製品 箇所 呼称φ150

6 EXP.J金物(外壁) ｱﾙﾐ製品 ｍ W=250程度

7 建物(棟番号)銘板 SUS製品 箇所 300角程度×8文字

8 外構U字型排水ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋 日常清掃範囲 SUS製品 ｍ

9 集合郵便ﾎﾟｽﾄ清掃 日常清掃範囲 SUS製品 ㎡

10 避雷針端子函 設備機器対象外 樹脂製品 箇所 200×450×80程度

11 給湯器給排気口(FF式・FE型がある) 設備機器対象外 SUS製品 箇所 450×600程度

(共用部廻り)

1 建物案内板 日常清掃範囲 SUS製品 箇所 800×400程度

2 ｵｰﾄﾛｯｸ操作盤 日常清掃範囲 SUS製品 箇所 270×400程度

3 集合ﾒｰﾙﾎﾞｯｸｽ 日常清掃範囲 SUS製品 箇所 3150×750程度

4 宅配ﾎﾞｯｸｽ 日常清掃範囲 SUS製品 箇所 3150×750程度

(外構廻り)

1 通用口ﾀﾃ格子型扉 ｱﾙﾐ製品 箇所 900×2000程度

2 ﾀﾃ格子ﾌｪﾝｽ ｱﾙﾐ製品 ｍ H=1200程度

3 消防水利表示板 SUS製品(支柱は鉄部に計上) 箇所 φ600程度

4 ｶｰﾌﾞﾐﾗｰ SUS製品(支柱は鉄部に計上) 箇所 φ600程度

5 連結送水管送水口 SUS製品 箇所 φ120×750程度

6 ﾊﾞﾘｶｰ SUS製品 φ120×750程度

7 ｼﾞｮｲﾝﾄﾎﾞｯｸｽ 塗装品以外対象外 樹脂製品 箇所 200角×100程度

8 通気筒 塗装品以外対象外 樹脂製品 箇所 φ200×糸尺=1200程度

7 散水栓蓋 設備機器対象外 SUS製品 箇所 200×300程度

(内部廻り)

1 EXP.J金物(内壁) ｱﾙﾐ製品 ｍ

2 風徐室ｵｰﾄﾛｯｸ操作盤 日常清掃範囲 SUS製品 箇所 270×400程度

3 共用部室名札 日常清掃範囲 SUS製品 箇所 250角程度

4 共用ﾄｲﾚ　天井扇 設備機器対象外 樹脂製品 箇所 270×400程度

5 共用ﾄｲﾚ　換気口 設備機器対象外 ｱﾙﾐ製品 箇所 270×400程度

6 機械室　ﾗｯｷﾝｸﾞ配管 設備機器対象外 SUS製品 ｍ φ100程度

(建具廻り)

1 外壁ｱﾙﾐ建具清掃 ｶﾞﾗｽ共 ㎡

2 外壁ｱﾙﾐｶﾞﾗﾘ清掃 ｶﾞﾗｽ共 ㎡

3 外壁共用建具清掃 ｶﾞﾗｽ共 ㎡

4 ﾊﾞﾙｺﾆｰｱﾙﾐ建具清掃 戸別清掃に含む ｶﾞﾗｽ共　※ ㎡

5 ﾙｰﾌﾊﾞﾙｺﾆｰｱﾙﾐ建具清掃 戸別清掃に含む ｶﾞﾗｽ共　※ ㎡

6 空調置場ｱﾙﾐ建具清掃 戸別清掃に含む ｶﾞﾗｽ共　※ ㎡

7 廊下ｱﾙﾐ建具清掃 戸別清掃に含む ｶﾞﾗｽ共　※ ㎡

8 共用部SUS製建具清掃 日常清掃範囲 SUS製品 ㎡
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C 数量算出基準

1 直接仮設工事の数量は、計画数量として計上する。

2 外部本足場の算出基準は次のとおりとする。 図　5節-1-2

①　外部本足場の数量は、足場の中心の水平長さと構築物等の上部までの高さによる面積とする。

　　足場の中心は、作業幅を考慮し、構築物等の外壁面から1.0mの位置を標準とする。

②　また、最上部には安全手摺を設けるものとし、その数量は足場の水平長さとする。

　　但し、手摺先行方式の場合は、安全手摺の高さに変えて、構築物等の上部までの高さに1.0m加算した高さを足場高さとしてもよい。

図5節-1-2　外部本足場算出基準(手摺先行方式の場合)

3 ﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場の数量は、構築物等の外壁面から0.5mの位置を標準とし、その水平長さと足場高さによる面積とする。

また、一側足場の場合は安全手摺の高さを変えて、構築物等の高さに1.0mを加算した高さを足場高さとする。

図5節-1-3　ﾌﾞﾗｹｯﾄ一側足場算出基準

4 外部足場の勾配屋根の場合の算出基準は次のとおりとする。

図5節-1-4　勾配屋根算出基準
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5 養生防護棚(朝顔)の設置基準は次のとおりである。

① 平成5年1月12日建設省経建発第1号「建設工事公衆災害防止策要綱の制定について」第28条

　施工者は、建築工事を行う部分から、ふ角75度を超える範囲又は水平距離5ﾒｰﾄﾙ以内の範囲に隣家、一般の交通その他の用に

供せられている場所がある場合には、養生ｼｰﾄの規定基づくほか、落下物による危害を防止するため次の各号に定めるところにより

防護棚を設けなければならない。ただし特殊な施工方法による場合においては、想定される落下物の状況に応じた適切な措置を講ずる

ことによりこれに代えることができる。

・工事を行う部分が地盤面から高さが10m以上の場合にあっては1段以上、20m以上の場合にあっては2段以上設けること

・最下段の防護棚は、建築工事を行う部分の下10m以内の位置に設けること

・防護棚は、すき間がないもので、十分な耐力を有する適正な厚さであること。

・骨組の外側から水平距離で2m以上突出させ、水平面となす角度を20度以上とし、風圧、振動、衝撃、雪荷重等で脱落しないよう骨組に

　堅固に取り付けること。

② 上記の基準に沿って設置するとともにこれに準じて不特定の通行人などに危害を与えないように通路等にも設置する。

③ 1階が専用庭の場合は特定とみなし対象外とする。

図5節-1-5　養生防護棚算出基準

１段
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躯体補修工事

① 経年により発生した建物壁面(柱共)及び天井に発生したひび割れ・欠損・浮き等を補修し健全な状態に戻す最も重要工事である。

② 躯体の補修の数量は、実際に足場を組み詳細な調査が必要となるため、計画時では設計（想定）数量として計上せざるを得ない。

よって実数精算方式とならざるを得ない。

＊ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが管理組合に提出する際に用いる数量はｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞによる設計数量を計上する。

③ 躯体補修は、仕上により下記のように分類計上する。尚③の防水下地部は、補修内容によって異なるため防水工事で計上する。

　　　①　壁及び天井面(塗装・ｺﾝｸﾘｰﾄ仕上)　　　②　壁等面(ﾀｲﾙ仕上)　　　　③　防水下地面

④ 各補修項目における実数精算「％」については、総面積に対する補修対象面積の割合とする。

5-2  壁面等下地補修工事(ｺﾝｸﾘｰﾄ部)

A 一般事項

① ひび割れ幅、鉄筋爆裂部及びﾓﾙﾀﾙ浮き形状は、統一基準がないため各自治体及び団体等で様々である。

よって各社の仕様書又は設計説明書にあわせて記載する。

② 下地の種別(ｺﾝｸﾘｰﾄ・ALC・成形版)、部位別(壁面・上裏)に計上する。

B 細目別内訳

① 壁及び天井面下地補修における、計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

〇-1 下地調査費(上裏共) 補修対象面積の割合

1 塗装下地調査費(外壁面) 劣化部調査(ﾏｰｷﾝｸﾞ・劣化図作成共) ㎡

2 塗装下地調査費(上裏面) 劣化部調査(ﾏｰｷﾝｸﾞ・劣化図作成共) ㎡

〇-2 下地洗浄・清掃費

1 外壁塗装面下地 高圧水洗浄 ㎡

2 外部上裏面洗浄(PC面) 高圧水洗浄 ㎡

3 外部上裏部ﾎﾞｰﾄﾞ面洗浄 ﾌﾞﾗｯｼﾝｸﾞ・ｴｱﾌﾞﾛｰ程度 ㎡

〇-3 壁・外部天井(上裏)面下地補修

① 壁面下地補修(ｺﾝｸﾘｰﾄ・ﾓﾙﾀﾙ面) ※　実数精算項目

1 ひび割れ補修( 0.3mm未満) ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾌｨﾗｰ擦り込み ｍ ⅿ/㎡× ％

2 ひび割れ補修（ 0.3㎜以上 ) Uｶｯﾄｼｰﾘﾝｸﾞ充填工法 ｍ ⅿ/㎡× ％

3 ひび割れ補修（ 構造体部0.3㎜以上 ) ｴﾎﾟｷｼ樹脂低圧注入工法 ｍ ⅿ/㎡× ％

4 鉄筋爆裂部補修（100×100未満） 斫り、鉄筋防錆処理、ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

5 鉄筋爆裂部補修（100×100以上） 斫り、鉄筋防錆処理、ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

6 欠損部補修（100×100未満） ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

7 欠損部補修（100×100以上） ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

8 ﾓﾙﾀﾙ浮き補修 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法　16穴/㎡ 穴 穴/㎡×16 ％

9 ﾓﾙﾀﾙ浮き狭幅部補修(天端等200mm未満) ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法　5穴/m 穴 穴/㎡×16 ％

10 Pｺﾝ跡爆裂補修 樹脂ﾓﾙﾀﾙ形成 箇所 箇所/㎡× ％

11 脆弱塗膜剥離段差調整(壁面・笠木部) ㎡ ㎡× ％

② 壁面下地補修(ALC・成形版面) ※　実数精算項目

1 ひび割れ補修( 0.3mm未満) 専用修復材摺込 ｍ ⅿ/㎡× ％

2 ひび割れ補修（ 0.3㎜以上 ) Uｶｯﾄ材充てん工法・専用修復材 ｍ ⅿ/㎡× ％

3 欠損部補修（100×100未満） 充填工法・専用修復材 箇所 箇所/㎡× ％

4 欠損部補修（100×100以上） 充填工法・専用修復材 箇所 箇所/㎡× ％

5 脆弱塗膜剥離段差調整(壁面部) ㎡ ㎡× ％

③ 外部天井(上裏)面下地補修(PC面) ※　実数精算項目

1 ひび割れ補修( 0.3mm未満) ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾌｨﾗｰ擦り込み ｍ ⅿ/㎡× ％

2 ひび割れ補修（ 0.3㎜以上 ) Uｶｯﾄｼｰﾘﾝｸﾞ充填工法 ｍ ⅿ/㎡× ％

3 ひび割れ補修（ 構造体部0.3㎜以上 ) ｴﾎﾟｷｼ樹脂低圧注入工法 ｍ ⅿ/㎡× ％

4 鉄筋爆裂部補修（100×100未満） 斫り、鉄筋防錆処理、ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

5 鉄筋爆裂部補修（100×100以上） 斫り、鉄筋防錆処理、ｴﾎﾟｷｼ樹脂ﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

6 欠損部補修（100×100未満） ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

7 欠損部補修（100×100以上） ﾎﾟﾘﾏｰｾﾒﾝﾄﾓﾙﾀﾙ充填工法 箇所 箇所/㎡× ％

8 ﾓﾙﾀﾙ浮き補修 ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞｴﾎﾟｷｼ樹脂注入工法　16穴/㎡ 穴 穴/㎡×16× ％

9 脆弱塗膜剥離段差調整(上裏部) ㎡ ㎡× ％

※1 補修工法は　仕様書に合わせて記載する。

C 数量算出基準

① 計上数量は、第4節　数量基準よる。
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5-3  ﾀｲﾙ等補修工事

A 一般事項

① 磁器ﾀｲﾙ自体は経年により劣化することは少なく長期間耐えられる材料である。しかし、浮き、ひび割れ及び目地の劣化によっては

剥落事故にもつながるので重要な工事である。補修内容は、統一基準がないため各自治体及び団体等で様々である。

② ﾀｲﾙの種別(磁器質・陶器質)、形状区分(45二丁・50三丁・小口平・二丁掛け・ﾎﾞｰﾀﾞｰ・100角等)に計上する。

③ ﾀｲﾙの場合は現場役物加工のため役物類の計測・計算は、原則として行わない。

④ ﾀｲﾙの色別に計上するかは　各物件別判断とする。

⑤ 内部において、集会室・ｷｯｽﾞﾙｰﾑ・ｹﾞｽﾄﾙｰﾑ・ﾄﾗﾝｸﾙｰﾑ等ｻｰﾋﾞｽ部門内のﾀｲﾙ・石は工事対象になるか不明のため

⑥ 外壁ﾀｲﾙの浮き判定基準について落下により歩行者等に危害を加える恐れの有無によって判定する。

B 細目別内訳

① 補修における、計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

〇-1 下地調査費　※ 1 補修対象面積の割合

1 ﾀｲﾙ下地調査費(壁面〇〇ﾀｲﾙ) 劣化部調査(ﾏｰｷﾝｸﾞ・劣化図作成共) ㎡

2 ﾀｲﾙ下地調査費(平場〇〇角ﾀｲﾙ) 劣化部調査(ﾏｰｷﾝｸﾞ・劣化図作成共) ㎡

〇-2 洗浄・清掃費

1 ﾀｲﾙ面洗浄費(外壁面) 薬品洗浄+高圧水洗浄(12-15MPa)　※2 ㎡

2 ﾀｲﾙ面洗浄費(内壁面) 薬品洗浄+拭き取り ㎡

3 石面洗浄費(外壁面) 中性洗剤程度（試験施工による） ㎡

4 石面洗浄費(内壁面) 中性洗剤程度（試験施工による） ㎡

① ﾀｲﾙ補修工事　　※ 1 ※　実数精算項目

1 ﾀｲﾙ下躯体割れを伴うひび割れ補修（ﾀｲﾙ下補修含む） 枚 枚/㎡× ％

2 亀裂・欠け・陶片浮き補修（ﾀｲﾙ下補修含む） ﾀｲﾙ部分張替工法(工費のみ)　※3 枚 枚/㎡× ％

3 浮き補修（0.25㎡未満の浮き） 穴 穴/㎡×25× ％

4 浮き補修(0.25㎡を超える浮き) ﾀｲﾙ部分張替工法(工費のみ)　※3 枚 枚/㎡× ％×枚

5 ﾀｲﾙ目地不良部補修 脆弱目地ﾓﾙﾀﾙ除去、再充填 ㎡ ㎡× ％

6 〇ﾀｲﾙ材料費（既製品） 未施工ﾀｲﾙは　竣工時に引渡し ㎡

7 〇製作費 試験焼き含む　〇色 窯

8 ﾀｲﾙ面ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ除去（100×100程度） 高圧洗浄、ｴﾌﾛ洗浄材併用 枚 枚/㎡× ％×枚

〇-3 (平場面)　※ 1 ※　実数精算項目

① ﾀｲﾙ補修工事 既存：平場〇角ﾀｲﾙ

1 ひび割れ・浮き補修 ﾀｲﾙ部分張替工法(工費のみ) 枚 枚/㎡× ％×枚

2 ﾀｲﾙ目地不良部補修 脆弱目地ﾓﾙﾀﾙ除去、再充填 ㎡ ㎡× ％

3 平場〇ﾀｲﾙ材料費（既製品） 未施工ﾀｲﾙは　竣工時に引渡し ㎡

4 平場〇ﾀｲﾙ製作費 試験焼き含む　〇色 窯

5 ﾀｲﾙ面ｴﾌﾛﾚｯｾﾝｽ除去（100×100程度） 高圧洗浄、ｴﾌﾛ洗浄材併用 枚 枚/㎡× ％×枚

※1 ﾀｲﾙ形状別(45二丁・二丁掛け・ﾎﾞｰﾀﾞｰ・細幅ﾎﾞｰﾀﾞｰ・100角等)に計上する。

※2 高圧水の洗浄仕様の表現は、仕様書に合わせて記載する。

※3 ﾀｲﾙ張替工法において、役物加工費は複合単価にて加算する。

C 数量算出基準

① 数量根拠は、数量確認のため場所別・部位別・形状別に別添明細として提示する。

② 計上数量は、第4節　数量基準よる。

③ 場所名及び部位名(特に附合物関係のﾎﾞｰﾀﾞｰ・見付・化粧柱型等)は　別図　部位・附合物名参照

ｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞ部分エポキシ樹脂注入工法　25穴/㎡

Uｶｯﾄｼｰﾘﾝｸﾞ充填＋ﾀｲﾙ部分張替工法(工費のみ)　※3

(細目明細)

(細目明細)

(細目明細)

(細目明細)

(細目明細)

(細目明細)
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(細目明細)　ﾀｲﾙ数量(抜粋) 内訳書として掲載

壁面(45二丁ﾀｲﾙ)

外壁(梁型共) ㎡

外壁(窓廻り抱き面)　※ 1 ｍ

外壁(ﾊﾞﾙｺﾆｰ化粧柱) ㎡

屋上外壁(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ大庇) ㎡

屋上ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木天端 ㎡

ﾊﾞﾙｺﾆｰ外壁(梁型共) ㎡

ﾊﾞﾙｺﾆｰ外壁(窓廻り抱き面) ※ 1 ｍ

ﾊﾞﾙｺﾆｰ化粧柱内壁 ㎡

ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺外壁 ㎡

ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺外壁  ｍ H=150程度

廊下外壁(梁側面共) ㎡

廊下外壁(窓廻り抱き面) ※ 1 ｍ

廊下手摺外壁 ㎡

階段内壁(非雨) ㎡

階段大庇外壁 ｍ H=150程度

階段手摺外壁 ㎡

壁面(ﾎﾞｰﾀﾞｰﾀｲﾙ)

ｴﾝﾄﾗﾝｽ外壁(梁型共) ㎡

ｴﾝﾄﾗﾝｽ外壁(窓廻り抱き面)　※ 1 ｍ

内部壁面(200角)

ﾒｰﾙ配達室腰壁 ㎡

平場(300角)

ｱﾌﾟﾛｰﾁ平場(外周) ㎡

通路平場(外構) ㎡

ﾊﾞﾙｺﾆｰ平場(1階) ㎡

平場(200角)

1階ﾗｳﾝｼﾞﾊﾞﾙｺﾆｰ平場 ㎡

内部床(200角)

ﾒｰﾙ配達室床 ㎡

<石外部 笠木・巾木面>

ｱﾌﾟﾛｰﾁ平場 御影石JB ㎡

ｴﾝﾄﾗﾝｽ外壁 御影石400角 ㎡

ｴﾝﾄﾗﾝｽ屋上ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木 御影石 ｍ W=120程度

<石内部 笠木・巾木面>

風除室床 御影石JB ㎡

風除室内壁 大理石 ㎡

ﾒｰﾙ受取床 御影石JB ㎡

ﾒｰﾙ受取巾木  大理石 ｍ H=100程度

ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ床 御影石JB ㎡

ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ受付ｶｳﾝﾀｰ 大理石 ㎡

ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ巾木 御影石 ｍ H=100程度

1階内部廊下床 御影石JB ㎡

1階内部廊下巾木 大理石 ｍ H=100程度

※1 数量基準において　建具は外法寸法としたため、窓廻りに抱きがある場合は別途計上する。
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5-4 ｼｰﾘﾝｸﾞ工事

A 一般事項

① ｼｰﾘﾝｸﾞは異種部材間や地震・熱膨張等の挙動に対応する止水材料ですが、有機質であるため経年とともに劣化するので劣化状態により

打替えの必要がある。部位別、材質別、場所別に計上する。また工法が異なる場合は別計上する。(ﾌﾞﾘｯｼ工法・拡幅再充填工法)

② 足場の必要性や劣化状況を判別するため外壁・屋上・ﾊﾞﾙｺﾆｰ・廊下・階段等場所別及び床・天井・外壁・手摺外壁等の部位別に計上する。

③ 設計図書に記載なき場合が多く、現地全てを調査するのは困難なため設計（想定）数量として計上する。(実数精算)

④ ｼｰﾘﾝｸﾞは既存撤去するため、仕様を決定する被着体の材質を表示する。(塗装を被せるかの判断は設計者に委ねる)

⑤ ｼｰﾘﾝｸﾞの形状は幅×深さを記載する。

⑥ 手摺・隔て板等を脱着しないとｼｰﾘﾝｸﾞ打替えが不可能な箇所は明記し別計上する。

⑦ ALC面の版間ｼｰﾘﾝｸﾞは目地の処理等が積算時では未定のためALC-RC又は建具との取り合い部とは分けて計上する。

⑧ 現地調査にてｼｰﾘﾝｸﾞの軟化現象がみられる場合は撤去手間として工事単価に加算する必要があるため、その旨を明記する。

⑨ ｼｰﾘﾝｸﾞの複合単価は、撤去・養生・接着面清掃・補助材(ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ材・ﾎﾞﾝﾄﾞﾌﾞﾚｰｶｰ等)を含む。

⑩ ﾜｰｷﾝｸﾞｼﾞｮｲﾝﾄは2面接着、ﾉﾝﾜｰｷﾝｸﾞｼﾞｮｲﾝﾄは3面接着とし、表5節-4-1をもとに仕分し複合単価に反映する。

⑪ 調査時にﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ材を使用していると思われる場合、可能な限り確認を行うこととする。

B 細目別内訳

① ｼｰﾘﾝｸﾞ工事における、計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

全てｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法(撤去・ﾌﾟﾗｲﾏｰ・ｼｰﾘﾝｸﾞ充填)とする。 全て設計数量(実数精算)

〇-1 打継・伸縮目地 全て養生費共

1 外壁打継目地(ﾀｲﾙ面)  ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=10×10程度

2 外壁伸縮目地(ﾀｲﾙ面)  ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

3 外壁伸縮目地(ﾀｲﾙ-塗装面)  ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ又はﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ ｍ W=15×10程度

4 外壁伸縮目地(ﾀｲﾙ調整面)  ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=5×5程度

5 屋上ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ伸縮(ﾀｲﾙ面)  ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

6 屋上ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木(ﾀｲﾙ-塗膜防水)  屋上ﾙｰﾊﾞｰ脱着要 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=15×10程度

7 ｴﾝﾄﾗﾝｽ屋上壁付笠木(ﾀｲﾙ-塗膜)  ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=20×15程度

8 ｴﾝﾄﾗﾝｽ外壁御影石(石) 　※ ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=5×5程度

9 ﾊﾞﾙｺﾆｰ外壁伸縮目地(塗装面)  ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=20×15程度

10 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺外壁(塗装面)  ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=20×15程度

11 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺笠木・上裏(塗装面)  ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=20×15程度

12 階段打継目地(非雨)(塗装)    ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=20×15程度

〇-2 建具廻り 全て養生費共 建具外法寸法にて計上 全て設計数量(実数精算)

1 外壁ｱﾙﾐ建具(ﾀｲﾙ面) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

2 外壁ｱﾙﾐ建具(水切皿上) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

3 外壁ｱﾙﾐ建具(水切-ﾀｲﾙ面) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=20×15程度

4 ﾊﾞﾙｺﾆｰｱﾙﾐ建具(ALC塗装面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=15×10程度(建具表無)

5 ﾊﾞﾙｺﾆｰｱﾙﾐ建具(水切皿上) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度(建具表無)　

6 ﾊﾞﾙｺﾆｰｱﾙﾐ建具(方立・段無目) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度(建具表無)

7 ﾊﾞﾙｺﾆｰｱﾙﾐ建具(水切-塗膜) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=20×15程度(建具表無)

8 廊下ｱﾙﾐ建具(ALC塗装面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=15×10程度(建具表無)

9 廊下ｱﾙﾐ建具(水切皿上) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度(建具表無)

10 廊下ｱﾙﾐ建具(水切-塗膜) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=20×15程度(建具表無)

11 玄関扉ｼｰﾘﾝｸﾞ(塗装面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=15×10程度

12 住戸MB扉ｼｰﾘﾝｸﾞ(塗装面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=15×10程度

13 ELV廻りｼｰﾘﾝｸﾞ(塗装面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ W=15×10程度

〇-3 金物廻り 全て養生費共 全て設計数量(実数精算)

(屋上廻り)

1 BSｱﾝﾃﾅﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ廻り  (塗膜面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) ｍ 三角

2 丸環外周廻り  (塗膜面) ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型) 箇所 W=20×15程度(建具表無)

3 ｱﾙﾐ笠木ｼﾞｮｲﾝﾄ部 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ ｵｰﾊﾞｰﾌﾞﾘｯｼﾞ工法

(ﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り)

1 ﾊﾞﾙｺﾆｰ垂直避難口(上裏部) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) 箇所 呼称600角

2 手摺支柱根元(ｶﾊﾞｰ無) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型)・三角 箇所 ﾀﾃ格子手摺・40角

3 手摺支柱根元(ｶﾊﾞｰ有)(空調置場) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型)・三角 箇所 横桟手摺・40角

(廊下廻り) 全て設計数量(実数精算)

1 廊下屋内消火栓(ﾀｲﾙ) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

2 手摺支柱根元(ｶﾊﾞｰ有・ﾋﾞｽ付)(廊下) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型)・三角 箇所 ﾀﾃ格子手摺・40角

3 ELV操作盤(ﾀｲﾙ) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型)・三角 箇所 W=200×600程度

17



〇-4 内部廻り 全て養生費共 全てｼｰﾘﾝｸﾞ再充填工法(撤去・ﾌﾟﾗｲﾏｰ・ｼｰﾘﾝｸﾞ充填)とする。 全て設計数量(実数精算)

① 内部伸縮目地

1 ﾒｰﾙ室内壁伸縮ｼｰﾘﾝｸﾞ 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

② 内部建具廻り

1 内部共用SUS建具(ﾀｲﾙ面) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

2 共用扉(ﾀｲﾙ面) 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=15×10程度

③ 内部金物廻り

1 集合郵便ﾎﾞｯｸｽ廻りｼｰﾘﾝｸﾞ 変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ

〇-5 その他 全て設計数量(実数精算)

1 廊下ALC版間目地 ﾌﾞﾘｰｼﾞﾝｸﾞ止めｼｰﾗｰ処理 ｍ W=15×10程度

2 ｼｰﾘﾝｸﾞ軟化による撤去手間代(軟化度Ⅰ) 既存撤去の上、ｳｴｽを用いて溶剤等で清掃 ｍ 通常撤去の残存が10％程度

3 ｼｰﾘﾝｸﾞ軟化による撤去手間代(軟化度Ⅱ) ｍ 通常撤去の残存が50％程度

4 ｼｰﾘﾝｸﾞ軟化による撤去手間代(軟化度Ⅲ) ｍ 通常撤去の残存が80％以上

5 ひび割れ誘発目地新設(ﾀｲﾙ面) 廊下手摺壁部・変性ｼﾘｺｰﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分型) ｍ W=20×15程度

6 雑ｼｰﾘﾝｸﾞ (現地未立入り金物部分、EXP.J含む) 人工 材工共

※ ｼｰﾘﾝｸﾞ軟化による撤去について軟化度によって仕様が異なるため仕様書を確認の上、施工を行う。又、ｱﾙﾐｻｯｼ等の金属面については、溶剤拭きによって

ｻｯｼの腐食や変退色が起きる可能性があるため材料ﾒｰｶｰ等に確認の上、適切な施工を行う事とする。

C 数量算出基準

① 新築時の積算基準の内法寸法規定は、新築時の際のｶﾞﾗｽ、建具周囲のﾓﾙﾀﾙ充填、額縁等の構築が主眼でありｼｰﾘﾝｸﾞも工事費

比率が低いので兼用しているが構造体又は納まり状況により数量が異っていた。

修繕工事の場合は建具周りも構築済みであり、ｼｰﾘﾝｸﾞ打替が主眼であるため、外法寸法を採用する

図 5-4-1で示すようにALCとRCではかなりの数量の相違が生じる。(2～5%程度の差)

② 竣工図書に建具表がない場合も、現地測定を行い計測し易い外法寸法で計上し、実数精算にも対応する。

図　5-4-1 建具廻り計測寸法 ｻｯｼﾒｰｶｰ及び仕様により形状は異なる

　　　　　図中の赤線部が内法寸法、青線が外法寸法を示す。

A  RCのｱﾙﾐｻｯｼの場合

　水平　建具寸法　+30

　垂直　建具寸法　+100

B  ALCのｱﾙﾐｻｯｼの場合

　水平　建具寸法　+70

　垂直　建具寸法　+120

C  鋼製扉の場合

　水平　建具寸法　+50

　垂直　建具寸法　+25

既存撤去の上、ｳｴｽを用いて溶剤等で2回清掃

養生、既存撤去の上、ｳｴｽを用いて溶剤等で2回清掃
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表　5節-4-1 略算法によるｼｰﾘﾝｸﾞ長さの算出

略算法を採用する場合は、できる限り現状と相似の形状で算出する。

6.00 m × 2.40 m = 14.40 ㎡

水平 6.00 m × 7.00 本 = 42.00 m

垂直 2.40 m × 17.00 本 = 40.80 m

82.80 m

82.80 m ÷ 14.40 ㎡ = 5.75 m/㎡

m/㎡

6.00 m × 3.40 m = 20.40 ㎡

水平 6.00 m × 7.00 本 = 42.00 m

垂直 3.40 m × 11.00 本 = 37.40 m

79.40 m

79.40 m ÷ 20.40 ㎡ = 3.89 m/㎡

m/㎡

2.70 m × 2.70 m = 7.29 ㎡

水平 2.70 m × 10.00 本 = 27.00 m

垂直 2.70 m × 6.00 本 = 16.20 m

43.20 m

43.20 m ÷ 7.29 ㎡ = 5.93 m/㎡

m/㎡

10.00 m × 0.60 m = 6.00 ㎡

水平 10.00 m × 3.00 本 = 30.00 m

垂直 0.60 m × 26.00 本 = 15.60 m

45.60 m

45.60 m ÷ 6.00 ㎡ = 7.60 m/㎡

m/㎡

略算法を採用する場合は、できる限り現状と相似の形状で算出する。

5.93

植込壁

面積

ｼｰﾙ長さ

計

面積当りｼｰﾙ長さ

採用面積比率 7.60

300×600

面積

ｼｰﾙ長さ

計

面積当りｼｰﾙ長さ

採用面積比率

5.75

600角

面積

ｼｰﾙ長さ

計

面積当りｼｰﾙ長さ

採用面積比率 3.89

形状 略算方によるｼｰﾘﾝｸﾞ長さ

400角

面積

面積当りｼｰﾙ長さ

採用面積比率

計

ｼｰﾙ長さ
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表　5節-4-1 被着体の組み合わせとｼｰﾘﾝｸﾞ材の種類　

ｼｰﾘﾝｸﾞ種類

方立・無目ｼﾞｮｲﾝﾄ ｼﾘｺｰﾝ系 〇

上記以外目地 変成ｼﾘｺｰﾝ系 〇

変成ｼﾘｺｰﾝ系

変成ｼﾘｺｰﾝ系 〇 ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ形式の場合

ｼﾘｺｰﾝ系 〇

変成ｼﾘｺｰﾝ系 〇

仕上無 変成ｼﾘｺｰﾝ系 △ ｽﾗｲﾄﾞ・ﾛｯｷﾝｸﾞ・ｶﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ工法の場合

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 △ ｽﾗｲﾄﾞ・ﾛｯｷﾝｸﾞ・ｶﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ工法の場合

変成ｼﾘｺｰﾝ系 〇

変成ｼﾘｺｰﾝ系

変成ｼﾘｺｰﾝ系

ｼﾘｺｰﾝ系

変成ｼﾘｺｰﾝ系

仕上無 変成ｼﾘｺｰﾝ系

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系

ｼﾘｺｰﾝ系 〇

外壁乾式工法の目地 変成ｼﾘｺｰﾝ系

上記以外の目地 ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系

変成ｼﾘｺｰﾝ系 △ ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ形式の場合

仕上無 ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系 △ 構造ｽﾘｯﾄの場合

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 △ 構造ｽﾘｯﾄの場合

ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系

仕上無 変成ｼﾘｺｰﾝ系 △ ｽﾗｲﾄﾞ・ﾛｯｷﾝｸﾞ・ｶﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ工法の場合

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系 △ ｽﾗｲﾄﾞ・ﾛｯｷﾝｸﾞ・ｶﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ工法の場合

仕上無 変成ｼﾘｺｰﾝ系

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系

仕上無 変成ｼﾘｺｰﾝ系

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系

仕上無 変成ｼﾘｺｰﾝ系

仕上有 ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系

ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系

ﾎﾟﾘｻﾙﾌｧｲﾄﾞ系

△は　備考欄に該当する場合　ﾜｰｷﾝｸﾞｼﾞｮｲﾝﾄとする。

※1 参考文献　「公共工事改修工事標準仕様書」一般社団法人　建築保全ｾﾝﾀｰ

ｱﾙﾐﾆｳﾑ製建具等の工場ｼｰﾙ

ALC

ｺﾝｸﾘｰﾄ

(樹脂製建具)

ﾜｰｷﾝｸﾞｼﾞｮｲﾝﾄ区別

(金属製建具)

(ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ)

ｶﾞﾗｽ

石石

被着体の組み合わせ

ｺﾝｸﾘｰﾄ

ｶﾞﾗｽ

石、ﾀｲﾙ

ALC

ｺﾝｸﾘｰﾄ

金属

ALC

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ樹脂形材(樹脂製建具)

押出成形ｾﾒﾝﾄ版

石、ﾀｲﾙ

打継目地

ひび割れ誘発目地

ｶﾞﾗｽ

石、ﾀｲﾙ

ALC

押出成形ｾﾒﾝﾄ版

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

ALC

押出成形ｾﾒﾝﾄ版

(金属外装ﾊﾟﾈﾙ)

(笠木)

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺﾝｸﾘｰﾄ

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ樹脂形材

押出成形ｾﾒﾝﾄ版

金　　　属

ｶﾞﾗｽ

ﾀｲﾙ ﾀｲﾙ(伸縮調整目地)
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5-5 外壁塗装工事

A 一般事項

① 色の褪色、ﾁｮｰｷﾝｸﾞ及び　剥がれなど経年による劣化した塗装を塗り替えて補修する工事であり、仕上別、場所別及び部位別

に計上する。

② 既存仕上別(薄付・厚付・複層・軽量骨材等)に分けて計上する。

③ 塗装面の下地補修方法により狭幅面が200mm以下の箇所は細幅物として別計上する。

細幅物の複合単価を作成する際は、㎡単価に「0.4(係数)」を乗じて算出する。

④ 下地補修率を算出する必要からできる限りRC・PC・ALC・成型版・ﾎﾞｰﾄﾞ等下地別に分けて計上する。

⑤ 手摺等を脱着しないと塗装が不可能な箇所は別計上する。

⑥ 内部において、集会室・ｷｯｽﾞﾙｰﾑ・ｹﾞｽﾄﾙｰﾑ・ﾄﾗﾝｸﾙｰﾑ等ｻｰﾋﾞｽ部門内の塗装工事は工事対象が不明のため8.その他

工事内の8-3共用内部工事に計上する。

⑦ 塗装外壁物件における天端・見付・笠木の連続する部位は「㎡」表記とし、連続しない部位は「ｍ」表記とする。

⑧ 景観法に基づく景観条例について、地域別に条例に定められた色彩計画を行う事とする。

⑨ 技能検定認定者の配置について監理者が指定する工種については、1.2級ﾏﾝｼｮﾝ改修塗装技能士を指示の通り配置する事

又、技能士を現場に配置できない場合は、監理者の指示に従い技能検定試験を受け、監理者の承認を得た後に作業を実施する事とする。

⑩ 塗装工事を行う場合は塗料の飛散防止対策として養生項目の算出をする。※養生範囲図を参照

B 細目別内訳

① 外壁塗装工事における、計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

〇-1 素地調整工事 実数精算

1 脆弱塗膜部補修跡肌合せ ﾊﾟﾀｰﾝ合せ ㎡ ㎡× ％

〇-2 塗装工事(外部)

(壁面　ｺﾝｸﾘｰﾄ面) 特記なきは　既存RC下地吹付ﾀｲﾙ

1 外壁(梁型共) ㎡

2 外壁斜壁 ㎡

3 小庇見付 ㎡

4 ﾊﾞﾙｺﾆｰ外壁(梁側面共) ㎡

5 ﾊﾞﾙｺﾆｰ梁底 ㎡

6 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺外壁見付 持出しｶﾞﾗｽ手摺脱着要 ｍ H=300程度

7 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺内壁 ㎡

8 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺笠木(見付共) ｍ 糸尺=255程度

9 廊下外壁(梁型共) ㎡

10 廊下梁底 ㎡

11 廊下手摺内壁 ㎡

12 廊下手摺見付  ｍ H=300程度

13 廊下手摺笠木(見付共) ｍ 糸尺=240程度

14 階段内壁(梁型共) ㎡

15 階段手摺内壁 ㎡

16 階段手摺笠木(見付共) ｍ 糸尺=240程度

17 駐輪場内壁(梁型共) ㎡

18 ｴﾝﾄﾗﾝｽ外壁(石調吹付) ㎡

20 外壁斜壁(ﾀｲﾙ面) ﾀｲﾙ用浸透性吸水防止材 ㎡

(細幅　RC面) 糸尺=200以下　※ 2

1 外壁窓廻り抱き面　※ 1 ｍ W=70程度

2 大庇笠木(塗装面)  ｍ W=180程度

3 ﾊﾞﾙｺﾆｰ窓廻り抱き面　※ 1 ｍ W=70程度

4 ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺下笠木  ｍ W=180程度

5 ﾊﾞﾙｺﾆｰ水切ﾎﾞｰﾀﾞｰ ｍ 糸尺=80程度

6 廊下窓廻り抱き面　※ 1 ｍ W=70程度

7 廊下手摺下笠木 ｍ W=180程度

8 廊下水切ﾎﾞｰﾀﾞｰ ｍ 糸尺=80程度

9 階段水切ﾎﾞｰﾀﾞｰ ｍ 糸尺=80程度

(壁面　ALC面) 特記なきは　既存RC下地吹付ﾀｲﾙ

1 塔屋外壁(ALC面) ㎡

2 廊下外壁(ALC面) ㎡

3 駐輪場外壁(ALC素地面) ㎡

(壁面　ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し補修面) 特記なきは　既存RC下地吹付ﾀｲﾙ

1 外壁(ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し撥水剤面) ㎡

2 外壁外巾木(ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し補修面) ㎡
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(壁面　ﾎﾞｰﾄﾞ面) 特記なきは　既存RC下地吹付ﾀｲﾙ

1 廊下外壁(ﾎﾞｰﾄﾞ面) ㎡

〇-3 (上裏ｺﾝｸﾘｰﾄ面) 特記なきは既存　ｱｸﾘﾙﾘｼﾝ吹付

1 小庇上裏 ㎡

2 ﾊﾞﾙｺﾆｰ外部天井(上裏) ㎡

3 廊下外部天井(上裏) ㎡

4 階段外部天井(上裏) ㎡

〇-4 (上裏ﾎﾞｰﾄﾞ下地面)

1 廊下外部天井(上裏) ㎡

2 駐輪場外部天井(上裏)ﾎﾞｰﾄﾞ ㎡

〇-5 塗装工事(内部)

1 ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ天井(立体岩面吸音板) ㎡

2 ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ天井(立体岩面吸音板) ㎡

3 ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ折上天井ﾎﾞｰﾄﾞ ㎡

4 ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ折上天井化粧ﾎﾞｰﾀﾞｰ ｍ H=150

〇-6 塗装養生

1 天井塗装養生 戸 天井塗装をする際の養生

2 共用廊下外壁塗装養生 戸 外壁塗装をする際の養生

3 ﾊﾞﾙｺﾆｰ外壁塗装養生 戸 外壁塗装をする際の養生

※1 数量基準において　建具は外法寸法としたため、窓廻りに抱きがある場合は別途計上する。

※2 細幅の定義は公共工事積算基準等資料によると糸幅300m以下とされているが躯体改修でのｱﾝｶｰﾋﾟﾝﾆﾝｸﾞでの狭幅が200mm以下

と定義されているので200mmを採用する。

C 数量算出基準

① 計上数量は、第4節　数量基準による。

② 塗装・吹付材による表面処理の数量は、原則として表面処理すべき主仕上の数量による。

③ 表面に凹凸がある場合等複雑な主仕上又は役物等の塗装・吹付材による表面処理について計測・計算するときは、凹凸のある主仕上の

表面の糸幅による面積又は糸幅ごとの延べ長さを数量とする。

④ 場所名及び部位名(特に附合物関係のﾎﾞｰﾀﾞｰ・見付・化粧柱型等)は　別図　部位・附合物名参照

塗装養生範囲（参考）

① 天井塗装を行う場合は壁・床全面に飛散防止の養生を行う事とする。又、壁が塗装仕上の場合であっても飛散した塗料が通行人の衣服

などに付着する恐れがあるので、養生を行う事する。

② 外壁塗装を行う場合は塗装対象範囲において玄関扉・ｻｯｼ・PS扉・換気口等の飛散防止の養生を行う事とする。

※ 出入口扉・換気口・室外機等の養生を行う場合は換気対策を行う事とする。

③ 工事内容及び工程により養生の回数が変更される為、養生手間等については単価にて計上する。

壁・手摺壁・床・ｻｯｼ・玄関扉・PS扉

壁・手摺壁・床・ｻｯｼ・玄関扉・PS扉

壁・手摺壁・床・ｻｯｼ・玄関扉・PS扉

共用廊下養生範囲図 ﾊﾞﾙｺﾆｰ養生範囲図

天井塗装を行う場合の養生範囲は赤文字

外壁塗装を行う場合の養生範囲は青文字

※天井、床、手摺高については参考数値とする。
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5-6 鉄部等塗装工事

A 一般事項

① 金属面の褪色、錆及び剥がれなど経年による劣化した塗装を塗り替えて補修する工事であり、材質別、場所別に計上する。

② 複合単価は、1. 養生　2. 素地調整（表 第5節-6-3 MCA3種）　3.錆止め塗　4. 仕上げ塗料塗　5.細幅加算　等で構成する。

③ ﾄﾞﾚｲﾝは、防水工事の改修内容により塗装しない場合が生じるので重複計上を防止するため防水工事に計上する。

④ 開口部、網目部分等の塗装仕上げはﾛｰﾗｰ施工とせず刷毛施工とする。

⑤ 塗り重ねによる既存塗膜のﾘﾌﾃｨﾝｸﾞや収縮が懸念される際には、調査時に溶剤試験を行う事とする。

B 細目別内訳

① 補修における計上項目は下表の内容があげられる(抜粋) 又、塗装単価を決定する際、形状寸法のみでは施工手間が不明のため寸法を記載する。    

〇-1  外部鉄部塗装工事 養生費共 特記無きはMCA3種ｹﾚﾝ・ｴﾎﾟｷｼ系錆止、弱溶剤ｳﾚﾀﾝ樹脂塗料2回

① (建具廻り)　

1 屋上・外壁部鋼製建具(枠共・両面) ※1 ㎡

屋上ELV機械室扉(枠共・両面) 塗装係数　2.70　 行を非表示てして内容を確認可能とする 箇所 900×2000

東電借室扉(枠共・片面) 塗装係数　1.35　 行を非表示てして内容を確認可能とする 箇所 1600×2000

2 廊下部玄関扉(枠のみ) 箇所 900×2050

3 廊下部鋼製建具(枠共・両面) ※1 ㎡

ﾒｰﾀｰﾎﾞｯｸｽ扉(枠共・両面) 塗装係数　2.70　 行を非表示てして内容を確認可能とする 箇所 1750×2000

PS扉(枠共・両面) 塗装係数　2.70　 行を非表示てして内容を確認可能とする 箇所 1750×2000

4 ELV扉(枠のみ) 箇所 900×2000

5 内部鋼製建具(枠共・両面) ※1 ㎡

集会室倉庫扉(枠共・両面) 塗装係数　2.70　 行を非表示てして内容を確認可能とする 箇所 900×2000

内部階段倉庫扉(枠共・両面) 塗装係数　2.70　 行を非表示てして内容を確認可能とする 箇所 900×2000

② (屋上廻り)　

1 屋上伸頂通気管ﾌｰﾄﾞ(鋳鉄製) 箇所 呼称φ150

2 屋上通気立上管(鋳鉄製) 箇所 φ150×H=	300程度

3 消防用補給水槽(FRP製) 箇所 2000×2000×2000

4 屋上消火ﾗｯﾝｷﾝｸﾞ管(鋼製) ｍ 呼称φ75～100程度

5 屋上配管架台(鋼製) 箇所 L-45×45×糸尺=900程度

6 避雷針(亜鉛ﾒｯｷ) MCA3種ｹﾚﾝ・亜鉛ﾒｯｷ部分補修 箇所 H=	6000程度(足場共)

7 避雷針ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ(亜鉛ﾒｯｷ) MCA3種ｹﾚﾝ・亜鉛ﾒｯｷ部分補修 箇所 700×700

8 塔屋屋上竪樋(樹脂製) MCA3種ｹﾚﾝ・弱溶剤ｳﾚﾀﾝ樹脂2回 ｍ 呼称φ75～100程度

③ (廊下廻り)

1 消火栓ﾎﾞｯｸｽ(鋼製) 箇所 750×900×160

2 廊下消火管(鋼製) ｍ 呼称φ100程度

④ (ﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り)

1 ﾊﾞﾙｺﾆｰ竪樋(樹脂製) MCA3種ｹﾚﾝ・弱溶剤ｳﾚﾀﾝ樹脂2回 ｍ 呼称φ75～100程度

4 ﾊﾞﾙｺﾆｰﾌﾚｷ部隔て板 MCA3種ｹﾚﾝ・弱溶剤ｳﾚﾀﾝ樹脂2回 箇所 650×1800程度

⑤ (外周・外壁廻り)

1 外壁竪樋(樹脂製) MCA3種ｹﾚﾝ・弱溶剤ｳﾚﾀﾝ樹脂2回 ｍ 呼称φ75～100程度

3 外壁消火ﾗｯｷﾝｸﾞ管(鋼製) ｍ 呼称φ75程度

⑥ (外構廻り)

1 駐輪場 屋根(ガルバリウム) (片面数量) ㎡

2 駐輪場 柱・梁(鋼製) ｍ φ80×糸尺=3800程度

3 駐輪場 母屋(鋼製) ｍ □-50×50

4 広場ﾊﾟｰｺﾞﾗ(木製) MCA3種ｹﾚﾝ・着色木材保護塗装2回 箇所 2000×2000×2000

⑦ (自走式駐車場廻り)

1 外壁(外側) ｶﾗｰ亜鉛ﾒｯｷ鋼鈑 ㎡

2 外壁竪樋(樹脂製) MCA3種ｹﾚﾝ・弱溶剤ｳﾚﾀﾝ樹脂2回 ｍ 呼称φ100程度

3 ﾌﾛｱｰﾄﾞﾚｲﾝ　※2 箇所 呼称φ100程度

4 ｶﾞｲﾄﾞﾚｰﾙ ※ 3 対象外 亜鉛ﾒｯｷ ｍ H=-200×200

5 ｶﾞｲﾄﾞﾚｰﾙ支柱 ※ 3 対象外 亜鉛ﾒｯｷ ｍ H=-200×200

6 柱・梁塗装面積　※ 3 対象外 亜鉛ﾒｯｷ ㎡

〇-2 養生費共

(外周・外壁廻り)

1 ﾍﾞﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(共用排気)ｱﾙﾐ製品 箇所 ﾀﾞｸﾄ径φ150

2 丸型ﾌｰﾄﾞ(給排気)ｱﾙﾐ製品 箇所 呼称φ150

〇-3  内部鉄部塗装工事 養生費共

1 内部ﾌﾗｯｼｭ扉(枠共・両面) ㎡

2 ELV扉(内部)  箇所 900×2000

※1 建具の計上方法は、枠共・両面、枠共・片面及び枠のみとし内部等の場所別に塗装係数を乗じた面積で計上する。

これは、建具別に箇所計上であると建具の形状別に塗装単価を乗じて単価を算出する作業に非常に大きく影響するためである。

但し、内容については　数量調書又は内訳書に非表示行を用いて確認する。

※2 防水工事に計上されない箇所は計上する。

※3 亜鉛ﾒｯｷ箇所の計上については別途協議する。

MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料

MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料

MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂塗料

MCA3種ｹﾚﾝ・ｱｸﾘﾙｼﾘｺﾝ樹脂塗料3回

 美装工事 (ｱﾙﾐ・ｽﾃﾝﾚｽ製品)

外壁塗装を行う場合の養生範囲は青文字
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 表　第5節-6-1　片開きﾌﾗｯｼｭ扉塗装係数根拠 800×2000　枠幅120mm程度

1 図中の赤線部が塗装面を示す。

2 図中の青文字が　建具内法面積、赤文字が建具外法面積との係数を示す。

3 ﾏﾝｼｮﾝ改修工事積算基準では外法寸法を基準の係数とする。

3方枠糸尺長さ = 15+25+120+15+15+15+25 = 230 mm

1 扉両面面積 = 0.80×2.00×2 = 3.20 ㎡
2 扉小口面積 = 0.04×( 2.0 + 0.80 )×2 = 0.38 ㎡
3 3方枠塗装面積 = 0.23 ×( 2.0 + 0.80 + 2.0 )=1.10 ㎡

4 扉(枠共・両面)塗装面積　= 3.20 + 0.38 +1.10 = 4.68㎡

5 建具内法形状と扉両面との比率
扉(枠共・両面)塗装係数　= 4.68 ÷（0.8 × 2.0）  = 2.92 ≒ 2.9

6 建具外法形状と扉片面との比率
扉(枠共・両面)塗装係数　= 4.68 ÷（0.85 × 2.03）  = 2.71 ≒ 2.7

3方枠糸尺長さ = 15+25+45 = 85 mm

1 扉両面面積 = 0.80×2.00 = 1.60 ㎡
2 扉小口面積 = 0.04×( 2.0 + 0.80×2 ) = 0.14 ㎡
3 3方枠塗装面積 = 0.085 ×( 2.0 + 0.80 + 2.0 )=0.41 ㎡

4 扉(枠共・片面)塗装面積　= 1.60 + 0.14 + 0.41 = 2.15 ㎡

5 建具内法形状と扉片面との比率
扉(枠共・両面)塗装係数　= 2.15 ÷（0.8 × 2.0）  = 1.34 ≒ 1.3

6 建具外法形状と扉片面との比率
扉(枠共・両面)塗装係数　= 2.15 ÷（0.85 × 2.03）  = 1.25 ≒ 1.3

3方枠糸尺長さ = 15+25+45 = 85 mm

1 扉両面面積 = 0.00㎡
2 扉小口面積 = 0.004 ㎡
3 3方枠塗装面積 = 0.085 ×( 2.0 + 0.80 + 2.0 )=0.41 ㎡

4 扉(枠のみ)塗装面積　=   0.41 ㎡

5 建具内法形状と枠のみとの比率
扉(枠共・両面)塗装係数　= 0.41 ÷（0.8 × 2.0）  = 0.26 ≒ 0.3

6 建具外法形状と扉片面との比率
扉(枠共・両面)塗装係数　= 0.41 ÷（0.85 × 2.03）  = 0.24 ≒ 0.2

算　　出　　根　　拠塗装範囲

扉(枠共・両面)

扉(枠共・片面)

扉(枠のみ)
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 表　第5節-6-2　塗装係数根拠

内法 外法 内法 外法 内法 外法 内法 外法
枠共・両面 2.9 2.7 2.7 2.6 2.6 2.5 4.9 4.5
枠共・片面 1.3 1.3 1.3 1.2 1.2 1.2 2.3 2.2

枠のみ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.2

内法 外法 内法 外法 内法 外法 内法 外法
枠共・両面 1.9 1.7 2.0 1.9 1.5 1.4 3.7 3.5
枠共・片面 0.8 0.8 0.9 0.9 0.7 0.7 1.8 1.7

枠のみ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

内法 外法 内法 外法 内法 外法 内法 外法
枠共・両面 2.6 2.4 2.5 2.4 2.2 2.1 4.5 4.3
枠共・片面 1.2 1.1 1.2 1.1 1.1 1.0 2.2 2.1

枠のみ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

内法 外法 内法 外法 内法 外法 内法 外法
枠共・両面 2.5 2.3 2.4 2.3 2.1 2.0 4.2 3.6
枠共・片面 1.1 1.0 1.2 1.1 1.0 1.0

枠のみ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

内法 外法 内法 外法 内法 外法 内法 外法
枠共・両面 3.3 3.1 3.0 2.8 2.9 2.8
枠共・片面 1.5 1.4 1.4 1.3 1.4 1.4

枠のみ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

内法 外法 内法 外法 内法 外法 内法 外法
枠共・両面 2.9 2.7 2.7 2.5 1.5 1.5
枠共・片面 1.3 1.2 1.3 1.2 0.7 0.7

枠のみ 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

片開きｽﾘｯﾄ框扉 親子開きｽﾘｯﾄ框扉 両開きｽﾘｯﾄ框扉

形状

片開きｽﾘｯﾄ框扉 親子開きｽﾘｯﾄ框扉 両開きｽﾘｯﾄ框扉

形状

片開き額入扉 親子開き額入扉 両開き額入扉

形状

形状

形状

形状

両開き框扉親子開き框扉片開き框扉

片開きｽﾘｯﾄ框扉 親子開きｽﾘｯﾄ框扉 両開きｽﾘｯﾄ框扉

親子開きガラリ扉

片開きﾌﾗｯｼｭ扉 親子開きﾌﾗｯｼｭ扉 両開きﾌﾗｯｼｭ扉

両開きガラリ扉

片開きガラリ扉

ガラリ窓
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表　第5節-6-3　素地調整 (「鋼道路橋防食便覧」公益社団法人　日本道路協会より)

表　第5節-6-4　鉄鋼面素地調整 (「公共建築改修工事標準仕様書(建築)」一般社団法人　建築保全ｾﾝﾀｰより)

RA種 RB種 RC種 塗料その他

ﾃﾞｨｽｸｻﾝﾀﾞｰ、ｽｸﾚｰﾊﾞｰ等により、塗膜及び

錆等を全面除去する。

ﾃﾞｨｽｸｻﾝﾀﾞｰ、ｽｸﾚｰﾊﾞｰ等により、劣化し脆弱

な部分及び錆等を除去し、活膜は残す。

2 汚れ・付着物除去 〇 〇 〇 素地を傷つけないようにﾜｲﾔﾌﾞﾗｼ等により除去する

3 油類除去 〇 〇 － 溶剤拭き

〇 〇 － 研磨紙P120～220

－ － 〇 研磨紙P240～320

旧塗膜がB、b塗膜系の場合はｼﾞﾝｸﾘｯﾁﾌﾟﾗｲﾏｰやｼﾞﾝｸﾘｯﾁﾍﾟｲﾝﾄを残し

旧塗膜、錆を除去し鋼材面を露出させる。但し、錆面積30％以下で

－－

〇(全面)

限り平滑仕上げとする。
M C A 3 種

2　種

1　種

素地調程度

4 研磨紙ずり

既存塗膜の除去

工　　程

1

－

－

作業内容

錆、旧塗膜を全て除去し鋼材面を露出させる

活膜は残すが、それ以外の不良部(錆・割れ・膨れ)は除去し可能な

他の塗膜を全面除去する。

全面を平らに研磨する。

面の処理

　同   上

　ﾃﾞｨｽｸｻﾝﾀﾞｰ、ﾜｲﾔﾎｲﾙなどの動力工具と

　ﾌﾞﾗｽﾄ法

作業方法

　手工具併用

〇(劣化部)

－ －
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5-7 防水工事

A 一般事項

① 防水工事は、雨漏れの阻止・断熱・ｺﾝｸﾘｰﾄの保護性能が経年劣化状況により改修又は補修の必要がある。

② 防水工事は、劣化状況・防水材の仕様により改修・補修工法が様々です。

③ 技能検定認定者の配置について監理者が指定する工種については、1.2級ﾏﾝｼｮﾝ改修防水技能士を指示の通り配置する事

又、技能士を現場に配置できない場合は、監理者の指示に従い技能検定試験を受け、監理者の承認を得た後に作業を実施する事とする。

④ 巾木・側溝部のｳﾚﾀﾝ塗膜防水を施工の際には必要に応じて床面の養生を行う事とする。※既存長尺ｼｰﾄを貼替しない場合

⑤ 躯体（室内側）への防水処理としてﾊﾞﾙｺﾆｰ床面の躯体（室内側）入隅にｼｰﾘﾝｸﾞ処理を施す事とする。

⑥ 防水工事を行う場合は防水材の飛散防止対策として養生項目の算出をする。※養生範囲図を参照

⑦ 廊下・ﾊﾞﾙｺﾆｰ手摺壁面台が塗装仕上（ﾊﾟﾀｰﾝ処理）の場合でｳﾚﾀﾝ塗膜防水に更新する際は既存塗膜状況を確認の上、下地平滑処理とする。

B 細目別内訳

① 防水材の仕様・工法別に代表的な改修・補修の計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

7-1 露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水(かぶせ工法) (抜粋)

〇-1 〇〇屋上防水改修工事 ※1 既存　露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水+笠木・ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

(撤去・下地処理等)

1 防水立上端末押え金物撤去･新設 ｱﾙﾐ製・ｼｰﾘﾝｸﾞ打替共 ｍ

2 立上防水撤去(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ) 平均H=300程度・仮防水養生共 ｍ

3 基礎立上撤去(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) 平均H=250程度・仮防水養生共 ｍ

4 既存平場ｱｽﾌｧﾙﾄ防水層不良箇所補修 補修率〇〇％ 不具合部切開・増張り他 ㎡ ※　実数精算

5 防水立上部下地補修 補修率〇〇％ ひび割れ・浮き・欠損・鉄筋爆裂補修 ㎡ ※　実数精算

6 防水立上部下地調整 全面樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗 ㎡

7 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

8 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

9 ﾄﾞﾚｲﾝ防水処理(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) 既存撤去・横引き型改修ﾄﾞﾚｲﾝ 箇所 呼称φ100

(防水他)

1 平場(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ防水2層貼り(ﾄｰﾁ工法) ㎡

2 防水立上(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ防水2層貼り(ﾄｰﾁ工法) ㎡

3 基礎部防水立上(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ防水2層貼り(ﾄｰﾁ工法) ㎡

4 ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ 糸尺=450程度

5 基礎架台天端(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ㎡

6 基礎架台見付(塗膜防水面)  H=120程度 ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ

7 伸長通気管立上部防水処理 改質ｱｽﾌｧﾙﾄ防水2層貼り(ﾄｰﾁ工法) 箇所 φ80×100程度

8 配管架台基礎移動 緩衝材付 箇所 150×150×100程度

9 平場上導体避雷針基礎移動 箇所

10 笠木上導体避雷針根元処理 箇所

11 脱気筒新設 SUS製(ﾒｰｶｰ仕様に基づく箇所) 1.0 式

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

7-2 露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水(保護塗装) (抜粋)

〇-2 〇〇屋上防水補修工事 ※1 既存　露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水+笠木・ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

(撤去・下地処理)

1 防水立上端末ｼｰﾙ打替 ｍ

2 既存アスファルト防水層不良箇所補修 補修率〇〇％ 不具合部切開・増張り他 ㎡ ※　実数精算

3 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

4 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

5 横引きﾄﾞﾚｲﾝ(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) 防水材流入防止養生共 箇所 呼称φ100

(防水他)

1 平場(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) ｴﾏﾙｼｮﾝ系保護塗料 ㎡

2 防水立上(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) ｴﾏﾙｼｮﾝ系保護塗料 ㎡

3 基礎部防水立上(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) ｴﾏﾙｼｮﾝ系保護塗料 ㎡

4 ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ 糸尺=450程度

5 基礎架台天端(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ㎡

6 基礎架台見付(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ H=120程度

7 通気管防水立上補強 箇所 φ80×100程度

8 配管架台基礎移動 緩衝材付 箇所 150×150×100程度

9 平場上導体避雷針基礎移動 箇所

10 笠木上導体避雷針根元処理 箇所

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

ｽﾄﾚｰﾅｰ脱着、MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂2回
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7-3 ｱｽﾌｧﾙﾄ防水保護工法(絶縁ｳﾚﾀﾝ通気緩衝工法) (抜粋)

〇-3 〇〇屋上防水補修工事 ※1 既存　平場・保護ｺﾝｸﾘｰﾄ+立上・露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水+笠木・ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

(撤去・下地処理)

1 防水立上端末押え金物脱着(一部新設) ｱﾙﾐ製・ｼｰﾘﾝｸﾞ打替共 ｍ

2 立上防水撤去(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ) 平均H=250程度・仮防水養生共 ｍ

3 平場・防水立上部下地補修 補修率〇〇％ ひび割れ・浮き・欠損・鉄筋爆裂補修 ㎡ ※　実数精算

4 平場・防水立上部下地調整 全面樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗 ㎡

5 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

6 平場伸縮目地撤去・補修 ｍ W=20程度

7 防水立上部・伸縮緩衝材撤去・補修 ｍ

8 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

9 ﾄﾞﾚｲﾝ防水処理(保護ｺﾝｸﾘｰﾄ面) 既存撤去・ﾌﾛｱｰ型改修ﾄﾞﾚｲﾝ 箇所 呼称φ100

10 壁付笠木・入隅ｼｰﾘﾝｸﾞ ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型)三角打 ｍ

(防水他)

1 平場(保護ｺﾝｸﾘｰﾄ面) 硬質ｳﾚﾀﾝ複合防水通気緩衝工法ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ仕上 ㎡

2 防水立(露出ｱｽﾌｧﾙﾄ防水面) ㎡

3 ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ 糸尺450程度

4 壁付笠木(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ 糸尺180程度

5 手摺基礎移動 箇所 150×150×100程度

6 脱気筒新設 SUS製(ﾒｰｶｰ仕様に基づく箇所) 1.0 式

参考 手摺内平場 ㎡

参考 手摺内同上端末ｼｰﾙ ｍ

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

7-4 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ防水(複合防水工法) (抜粋)

〇-4 〇〇防水工事 ※1 既存　平場・長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ貼+巾木・ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

(撤去・下地処理)

1 既存平場撤去  (防滑性ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ) 既存接着剤ｹﾚﾝ撤去 ㎡

2 平場部下地補修 補修率〇〇％ ひび割れ・浮き・欠損・鉄筋爆裂補修 ㎡ ※　実数精算

3 平場部下地調整 全面樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗 ㎡

4 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

5 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

6 ﾌﾛｱｰ型ﾄﾞﾚｲﾝ防水処理 防水材流入防止養生共 箇所

(防水他)

1 平場(防滑性ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ貼) ㎡

2 排水溝+立上(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ 糸尺=180程度

3 住戸側巾木(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

4 手摺側単独巾木(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

5 線防水(2方ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟ) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法 ｍ W=100以上

6 端末ｼｰﾙ 専用端部処理材・三角打 ｍ

7 垂直避難口廻り防水補強(端末ｼｰﾙ) 専用端部処理材・三角打 箇所 (呼称600角)

8 竪樋根元周り防水処理 専用端部処理材・三角打 箇所 (呼称φ100)

9 ﾄﾞﾚｲﾝﾚｰﾙ設置 樹脂製 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ専用部材 ｍ

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

※2 防水工事保証において、巾木等の立上がない場合は、端末ｼｰﾙを巾木側とわけて計上する。

7-5 廊下・ﾊﾞﾙｺﾆｰ（排水溝・巾木ｳﾚﾀﾝ塗膜防水） (抜粋)

〇-5 〇〇防水工事 ※1 既存　平場・既存長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ貼洗浄+巾木・ｳﾚﾀﾝ塗膜防水

(撤去・下地処理)

1 既存長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ部床養生 ﾏｽｶｰﾃｰﾌﾟ及びﾌﾞﾙｰｼｰﾄﾃｰﾌﾟ留め ｍ

2 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

3 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

4 既存手摺壁面台平滑処理（塗装面） ｶﾁｵﾝﾌｨﾗｰ平滑処理 ｍ W=150程度

5 ﾌﾛｱｰ型ﾄﾞﾚｲﾝ防水処理 防水材流入防止養生共 箇所 呼称φ100程度

(防水他) 特記なきはｳﾚﾀﾝ塗膜防水は環境対応型とする。

1 排水溝+立上(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ 糸尺=180程度

2 住戸側巾木(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

3 手摺側単独巾木(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

4 手摺壁面台(塗装面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ W=150程度

ｽﾄﾚｰﾅｰ脱着、MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂2回

防滑性長尺塩ﾋﾞ系ｼｰﾄt=2.5mm(継ぎ目・熱溶接処理)

改質ｱｽﾌｧﾙﾄ防水2層貼り(ﾄｰﾁ工法) ｴﾏﾙｼｮﾝ系保護塗料

ｽﾄﾚｰﾅｰ脱着、MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂2回
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7-6 塩ﾋﾞｼｰﾄ防水(機械的固定工法) (抜粋)

〇-6 〇〇屋上防水改修工事 ※1 既存　塩ﾋﾞ系ｼｰﾄ防水

(撤去・下地処理)

1 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

2 防水立上端末押え金物撤去･新設 ｱﾙﾐ製・ｼｰﾘﾝｸﾞ打替共 ｍ

3 防水立上ｼｰﾄ撤去(塩ﾋﾞ系ｼｰﾄ防水面) 平均H=300程度・仮防水共 ｍ

4 平場・防水立上部下地補修 補修率〇〇％ ひび割れ・浮き・欠損・鉄筋爆裂補修 ㎡ ※　実数精算

5 平場・防水立上部下地調整 全面樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗 ㎡

6 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

7 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

8 改修ﾄﾞﾚｲﾝ(塩ﾋﾞ系ｼｰﾄ防水面) 横引きﾄﾞﾚｲﾝ型 箇所

(防水他)

1 平場(塩ﾋﾞ系ｼｰﾄ防水面) 塩化ﾋﾞﾆﾙｼｰﾄ防水非歩行・ｱﾝｶｰ固定工法1.5mm ㎡

2 防水立上(塩ﾋﾞ系ｼｰﾄ防水面) 塩化ﾋﾞﾆﾙｼｰﾄ防水接着工法1.5mm ㎡

3 ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ笠木(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ 糸尺=400程度

4 壁付笠木(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着(ﾒｯｼｭ工法) ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟｺｰﾄ ｍ 糸尺=200程度

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

7-7 ｳﾚﾀﾝ塗膜防水(密着工法) (抜粋)

〇-7 〇〇防水工事 ※1 既存　防水ﾓﾙﾀﾙ

(撤去・下地処理)

1 既存平場撤去  (防滑性ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ) 既存接着剤ｹﾚﾝ撤去 ㎡

2 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

3 平場・防水立上部下地補修 補修率〇〇％ ひび割れ・浮き・欠損・鉄筋爆裂補修 ㎡ ※　実数精算

4 平場・巾木・笠木下地調整 全面樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗 ㎡

5 中継ﾄﾞﾚｲﾝ防水処理 防水材流入防止養生共 箇所 呼称φ100程度

(防水他)

1 平場(防水ﾓﾙﾀﾙ) ㎡

2 排水溝+立上(防水ﾓﾙﾀﾙ面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ 糸尺=250程度

3 住戸側巾木(防水ﾓﾙﾀﾙ面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

4 手摺側単独巾木(防水ﾓﾙﾀﾙ面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

5 手摺下笠木(防水ﾓﾙﾀﾙ面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ W=150程度

参考 端末ｼｰﾙ 専用端部処理材・三角打 ｍ

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

7-8 長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ防水(密着工法) (抜粋)

〇-8 外部階段防水工事 ※1 既存　防水ﾓﾙﾀﾙ

(撤去・下地処理)

1 金属製ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ  撤去・下地補修 樹脂ﾓﾙﾀﾙ平滑処理 段 W=950程度

2 金属製ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ  撤去・下地補修 樹脂ﾓﾙﾀﾙ平滑処理 段 W=920程度

3 平場・防水立上部下地補修 補修率〇〇％ ひび割れ・浮き・欠損・鉄筋爆裂補修 ㎡ ※　実数精算

4 平場・巾木・笠木下地調整 全面樹脂ﾓﾙﾀﾙ塗 ㎡

5 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

(防水他)

1 踊り場(防水ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾃ) ㎡

2 踏面・蹴上一体型 塩ﾋﾞ系ｼｰﾄt=2.5mm 踏面･蹴上一体型 段 950×270×178程度

3 踏面・蹴上一体型 塩ﾋﾞ系ｼｰﾄt=2.5mm 踏面･蹴上一体型 段 920×270×178程度

4 排水溝(防水ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾃ  ) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ W=100程度

5 巾木(防水ﾓﾙﾀﾙ  ) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=80程度

6 ｻｻﾗ巾木(防水ﾓﾙﾀﾙ)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ 平均140程度

7 線防水(2方ｵｰﾊﾞｰﾗｯﾌﾟ) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法 ｍ W=100以上

8 端末ｼｰﾙ(四周) 専用端部処理材・三角打 ｍ

9 端末ｼｰﾙ(段部・4ｽﾃｯﾌﾟ型想定) 専用端部処理材・三角打 ｍ

参考 踏面(防水ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾃ) ㎡

参考 蹴込面(防水ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾃ) ㎡

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

ｽﾄﾚｰﾅｰ脱着、MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂2回

ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm)ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ仕上

防滑性長尺塩ﾋﾞ系ｼｰﾄt=2.5mm(継ぎ目・熱溶接処理)
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7-9 大庇　ｳﾚﾀﾝ塗膜防水(密着工法) (抜粋)

〇-9 大庇防水工事 ※1 既存　塗膜防水

(撤去・下地処理)

1 既存塗膜防水部下地補修 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

2 ﾌﾛｱｰ型ﾄﾞﾚｲﾝ防水処理 防水材流入防止養生共 箇所 呼称φ100程度

3 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

4 入隅ｼｰﾘﾝｸﾞ ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型)三角打 ｍ

(防水他)

1 平場(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ㎡

2 排水溝・立上(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ 糸尺=200

3 排水溝・立上(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ 糸尺=140

4 防水立上(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ｍ H=50

5 点検口防水立上(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ㎡

6 点検口天端・見付(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(平均膜厚2.0mm) ㎡

7 配管基礎移動 箇所 150×150×100程度

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

7-10 小庇他　ｳﾚﾀﾝ塗膜防水(密着工法) (抜粋)

〇-10 <小庇> ※1 既存　塗膜防水

(下地処理)

1 既存塗膜防水部下地処理 補修率〇〇％ 劣化部補修(破断・膨れ・雨水浸入)　 ㎡ ※　実数精算

2 既存防水面清掃 ｹﾚﾝ･清掃･高圧水洗浄 ㎡

3 小庇天端入隅ｼｰﾘﾝｸﾞ ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型)三角打 ｍ

4 梁型天端入隅ｼｰﾘﾝｸﾞ ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ系ｼｰﾘﾝｸﾞ(2成分ﾉﾝﾌﾞﾘｰﾄﾞ型)三角打 ｍ

(防水他)

1 小庇天端(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(膜厚2.0mm)ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟ ㎡

2 小庇立上(塗膜防水面)  ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(膜厚2.0mm)ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟ ｍ H=100程度

3 梁型天端(塗膜防水面) ｳﾚﾀﾝ塗膜防水密着工法(膜厚2.0mm)ｼﾘｺﾝﾄｯﾌﾟ ㎡

※1 補修工法及び内容は　仕様書に合わせて記載する。

C 数量算出基準

① 計上数量は、第4節　数量基準よる。平場面積は防水立上撤去もあり得るため躯体からの寸法で算出する。

② 階段部において長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ貼と改修する場合も想定し、踏み面・蹴込一体型を段数を算出する。

③ 階段部において長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ貼に改修する場合、端末ｼｰﾙ長さが蹴込面を施工するかにより異なるため段部として別算出する。

図　第5節-7-1　長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ複合防水

図　第5節-7-2　階段長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ複合防水

踏み面型　踏み面・蹴上一体型

ｽﾄﾚｰﾅｰ脱着、MCA3種ｹﾚﾝ・ﾉﾝﾀｰﾙｴﾎﾟｷｼ樹脂2回
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防水養生範囲（参考）

① 共用廊下及びﾊﾞﾙｺﾆｰ床等の防水施工を行う場合、既存長尺塩ﾋﾞｼｰﾄを張替えない床に飛散防止の養生を行う事とする。

又、ﾘﾑｽﾌﾟﾚｰ工法等の場合は、周囲への防水材飛散対策の必要がある為、養生を行う事とする。

※ 出入口扉・換気口・室外機等の養生を行う場合は換気対策を行う事とする。

② 工事内容及び工程により養生の回数が変更される為、養生手間等については単価にて計上する。

共用廊下養生範囲図 ﾊﾞﾙｺﾆｰ養生範囲図

既存長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ 既存長尺塩ﾋﾞｼｰﾄ

床養生範囲 床養生範囲

※天井、床、手摺高については参考数値とする。
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5-8 その他工事

A 一般事項

① 工事科目に含まれない工事(雑工事)を　1.　現況不具合・補修工事　2.　工事中脱着工事　3.　共用内部工事　4.外構工事　

として　その他工事とする。建物の状況によりほかに補修工事が発生する場合は適時計上する。

② ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄの重ね貼りについて法令遵守の上（防火戸等）納まりを鑑みた仕様を検討する。又、ELV扉・枠等にﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄを

重ね貼りする場合は、調査時に貼替可能か確認を行う事とする。

B 細目別内訳

① その他工事における、計上項目は下表の内容があげられる。(抜粋)

〇-1 現況不具合交換・補修工事

① (建具等不具合工事)

1 住戸玄関扉開閉調整 箇所

2 隔て板ﾋﾞｰﾄ取替 箇所

② (鉄部腐食部補修工事)

1 鉄部腐食部補修 切断・溶接(材工共) 箇所 〇箇所/戸程度

③ (換気ﾌｰﾄﾞ取替工事)

④ (ｽﾃｯｶｰ貼替え工事)

1 避難ﾊｯﾁｽﾃｯｶｰ貼替 (ﾊﾞﾙｺﾆｰ) 箇所

2 隔て板ｽﾃｯｶｰ貼替 (ﾊﾞﾙｺﾆｰ) 箇所 片面箇所計上

⑤ (ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ・ｶｯﾃｨﾝｸﾞｼｰﾄ工事)

1 玄関扉・ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼   箇所 900×2050

2 風除室扉・ﾀﾞｲﾉｯｸｼｰﾄ貼 箇所 1800×2100

3 大庇配管ｶｯﾃｨﾝｸﾞｼｰﾄ(散水栓・矢印) 箇所

4 ELV扉・枠 箇所 850×2030

⑥ (手摺支柱根元ｷｬｯﾌﾟ取替え工事)

1 手摺支柱根元(ｶﾊﾞｰ有)(空調置場) 樹脂製 箇所 横桟手摺・40角

2 手摺支柱根元(ｶﾊﾞｰ有・ﾋﾞｽ付)(廊下)  樹脂製 箇所 ﾀﾃ格子手摺・40角

⑦ (手摺ｷｬｯﾌﾟ取替え工事)

1 手摺ｴﾝﾄﾞｷｬｯﾌﾟ(ﾊﾞﾙｺﾆｰ) 樹脂製 箇所

2 手摺ｴﾝﾄﾞｷｬｯﾌﾟ(室外機置場) 樹脂製 箇所

3 手摺ｴﾝﾄﾞｷｬｯﾌﾟ(廊下) 樹脂製 箇所

4 手摺ｺｰﾅｰｷｬｯﾌﾟ(室外機置場) 樹脂製 箇所

5 手摺ｼﾞｮｲﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(ﾊﾞﾙｺﾆｰ) 樹脂製 箇所 住戸1箇所/戸想定

6 手摺ｼﾞｮｲﾝﾄｷｬｯﾌﾟ(廊下) 樹脂製 箇所

7 樹脂製手摺ｷｬｯﾌﾟ金型成形費 ﾀｲﾌﾟ

⑧ (竪樋つかみ金物取替)

1 樋つかみ金物(塔屋屋上) SUS304製品 箇所

2 樋つかみ金物(ﾊﾞﾙｺﾆｰ) SUS304製品 箇所

3 樋つかみ金物(外壁) SUS304製品 箇所

⑨ (ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ等張替)

※ 防鳥ﾈｯﾄ取替

※ 外構・塩ビ被覆ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ張替え ｍ H=	1800程度

⑩ (ﾗｲﾝ・表示文字)

1 駐車 白線 (外構) 水系ﾄﾗﾌｨｯｸﾍﾟｲﾝﾄ(ﾋﾞｰｽﾞ･防滑骨材入り) ｍ W=100

2 駐車台数白線文字 (外構) 水系ﾄﾗﾌｨｯｸﾍﾟｲﾝﾄ(ﾋﾞｰｽﾞ･防滑骨材入り) 箇所 75×150程度

※1 支柱根元補修工事の場合、ｸﾞﾗｳﾄ注入工法で補修する場合は改善工事に計上する。

※2 手摺ｷｬｯﾌﾟ交換工事は、樹脂製の場合　経年劣化により破損等が発生するため計上する。(ｱﾙﾐ製の場合は除外とする。)

〇-2 工事中脱着工事

<外部廻り>

1 面格子脱着(清掃共)　大　※ 1 2.18㎡以上 撤去・拭き清掃・復旧 箇所

廊下ﾀﾃ格子型面格子脱着 箇所 1800×1400

2 面格子脱着(清掃共)　中　※ 1 2.18㎡未満 撤去・拭き清掃・復旧 箇所

廊下ﾀﾃ格子型面格子脱着 箇所 1400×1200

廊下ﾀﾃ格子型面格子脱着 箇所 1800×1100

3 面格子脱着(清掃共)　小　※ 1 0.74㎡未満 撤去・拭き清掃・復旧 箇所

廊下ﾀﾃ格子型面格子脱着 箇所 600×700

<内部廻り>

1 ﾒｰﾙｺｰﾅｰ掲示板脱着 箇所 1200×900程度

※1 面格子脱着は、形状別に計上するとかなりの項目数となり、積算値入れ作業に大きく影響するため作業量を大・中・小の3段階分類し

計上する。分類は　0.74㎡、2.18㎡とｶﾞﾗｽの規格と同等する。

※2 表中のｸﾞﾚｰ色細目は算出根拠を示す。
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〇-3    共用内部工事

  (ﾎｰﾙ・ﾗｳﾝｼﾞ)

1 内壁(梁型共)・ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼替 ㎡

  (ﾒｰﾙ受取)

1 内壁・ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼替 ㎡

  (1階内部廊下)

1 内壁・ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼替 ㎡

  (共用ﾄｲﾚ)

1 床・ｸｯｼｮﾝﾌﾛｱｰ貼替 ㎡

2 巾木・ｿﾌﾄ巾木  H=60 ｍ

3 内壁・ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼替 ㎡

4 天井・ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ貼替 ㎡

  (駐輪場)

1 平場・ｺﾝｸﾘｰﾄ金鏝 ㎡

2 巾木・ｺﾝｸﾘｰﾄ金ｺﾃ  H=100 ｍ

  (ｺﾞﾐ置場)

1 床・ｺﾝｸﾘｰﾄ金ｺﾃ ㎡

2 内壁・ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し補修 ㎡

3 棚上裏・ｺﾝｸﾘｰﾄ下地ﾓﾙﾀﾙ仕上 ㎡

4 棚天端・ｺﾝｸﾘｰﾄ下地ﾓﾙﾀﾙ仕上 ㎡

  (集会室)

1 床・ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ ㎡

2 踏込床・磁器質100角ﾀｲﾙ　※1 ㎡

3 巾木・木調MDF ㎡

4 内壁・ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ貼 ㎡

5 天井・岩綿吸音板 ※1 ㎡

6 木製建具(物入) ※1 箇所 800×2000程度

7 ｱﾙﾐｻｯｼ廻り額縁 ※1 ｍ 糸尺=75程度

8 内壁伸縮目地 ※1 ｍ

※1 集会室・ｹﾞｽﾄﾙｰﾑ・多目的室・ｷｯｽﾞﾙｰﾑ・ﾄﾗﾝｸﾙｰﾑ等　修繕ｻｲｸﾙに合わない工事のため、鉄部塗装以外は全て別計上とする。

〇-4    外構工事

  (舗装工事)

1 歩道平場ｲﾝﾀｰﾛｯｷﾝｸﾞ敷 ㎡

2 駐車場平場　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 ㎡

  (ﾌｪﾝｽ・塀工事)

1 外構・ﾒｯｼｭﾌｪﾝｽ(独立基礎) ｍ H=	1500

2 外構・U字型側溝(ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ蓋) 対象外 ｍ

〇-5 照明器具

(外部廻り)　※ 1

廊下　直付照明 箇所 φ300×120程度

廊下　ﾌﾞﾗｹｯﾄ照明 箇所 φ300×120程度

外構  外灯(1灯)　※ 2 箇所

外構  庭園灯照明 箇所

外周　ﾌﾞﾗｹｯﾄ照明 箇所

外周　照明(ﾌﾞﾗｹｯﾄ) 箇所

(内部廻り)　

1 ｴﾝﾄﾗﾝｽ　ﾀﾞｳﾝﾗｲﾄ 対象外 箇所 φ150

2 ｴﾝﾄﾗﾝｽ　非常照明 対象外 箇所 φ120

3 ｴﾝﾄﾗﾝｽ　誘導灯 対象外 箇所 L600 1灯型 20W

※1 照明器具は基本的に積算対象外とする。但し、塗装工事において養生・脱着が生じる箇所は計上する。

※2 外構において鋼製の外灯柱、庭園灯は、塗装する場合が考えられるので計上する。

※3 表中のｸﾞﾚｰ色細目は対象外を示す。
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別図　部位・附合物名

A　屋上廻り

大庇とは　排水溝が付帯する庇を示す（小庇・窓庇は、付帯しない庇を示す）

B　共用廊下及びﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り

C　階段廻り
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別図　斜壁・波型屋根の算出基準

A　斜壁の面積算出

① 立面図にて計測（図 ａ部分）

② ａ2＝ｂ2+ｃ2（三平方の定理）により計算し求める

上記どちらかの方法により係数を求め

水平投影面積に乗じることにより斜壁面積を

求めることができる。

B　波型の面積算出

引用：一般社団法人 日本塗装工業会「塗装手帳 2017年度版」より

波板屋根の形状により係数を選択し

水平投影面積に乗じることにより

波板屋根の面積を求めることができる。

斜壁面積　＝　ｘ × ｙ × ａ（係数）　

名　　　　称

亜 鉛 鍍 鉄 板 大 波 板 ぶ き

屋 根 か わ ら 棒 ぶ き （ 片 面 塗 ）

亜 鉛 鍍 鉄 板 小 波 板 ぶ き

塗　装　面　積　係　数

（ 屋  根  面  積 ） ×　1.33

（ 屋  根  面  積 ） ×　1.15～1.25

（ 屋　根  面　積 ） ×　1.2～1.3

金 網 張 （ 両 面 塗 ）

パ イ プ 手 摺 （ 両 面 塗 ）

鉄 製 階 段 （ 両 面 塗 ）

面 格 子 （ 両 面 塗 ）

（高 さ　×　長 さ） ×　1.0～1.5

（階段裏面積＋手摺） ×　3～5

（ 内  法  面  積 ） ×　0.7

（高 さ  ×  長 さ） ×　1.0

波板屋根面積　＝　ｘ × ｙ × 係数　

ｂ

ａ

ｃ

ｙ

斜壁・斜屋根

ｘ

勾配

ｙ

波板屋根

ｘ
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別　紙　明　細

1 発生材処理費(運搬費共) (参考例)

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

ｼｰﾘﾝｸﾞ撤去部(廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ) 1000m×0.025×0.015 0.38 ㎥ 15,000.0    ※2 5,700       

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水撤去部 100m×0.30×180(N/㎡)×0.102 5.5 t 5,000.0     ※1 27,500      

ﾀｲﾙ撤去部 ㎥ 15,000.0    ※2

ｺﾝｸﾘｰﾄ撤去部 t 5,000.0     ※1

発生材処分運搬費 収集運搬車　2t車(片道250km) 台/日 25,700.0    ※2

小　　計 33,200      

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　p552.553 掲載値

※2 単価は経済調査会発行　ﾏﾝｼｮﾝ修繕編　2019/2020　p224 掲載値

2 各種申請費用 申請料・占有単価は、各行政庁により異なるため事前調査が必要

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

道路道路占有届作成・提出 (道路管理者) 1.0 人 30,200.0    ※1 30,200      

道路使用届作成・提出 (警察) 1.0 人 30,200.0    ※1 30,200      

機械等設置届作成・提出 (労働局)吊り足場・張出足場 1.0 人 30,200.0    ※1 30,200      

道路使用許可申請手数料 東京都(1号許可) 1.0 件 2,700.0     2,700       

道路占有料(足場) 占有面積×単価×月 15.0 ㎡ 4,000.0     ※2 60,000      出幅：600幅とし1.0ｍ

道路上空占有料(朝顔) 占有面積×単価×月 50.0 ㎡ 1,600.0     ※2 80,000      出幅：600枠足場より2.0ｍ

仮設足場図面作成費(外注) 仮設足場図面作成費 2.0 人 34,600.0    ※1 69,200      

小　　計 302,500     

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値 (法定福利費等込み)

※2 占有料単価は首都圏平均とする。

3 近隣対策費

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

借地等打合せ費 2.0 人 24,600.0    ※1 49,200      

その他 (労務)×15％ 1.0 式 32,070      

小　　計 81,270      

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値 

4 現場事務所・作業員休憩所 ﾘｰｽ6ｶ月(100戸程度)の場合

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

組立ﾊｳｽ仮設(1-3か月間)　 2.0k×3.0k　2階建て　39.7㎡　 90.0 日/棟 1,080.0     ※1 97,200      

組立ﾊｳｽ仮設(4-6か月間)　 180.0 日/棟 720.0       129,600     

消耗品費 1.0 式 ※1 13,600      

同上　組立解体費 組立　6人　解体　5人 11.0 人 34,600.0    ※2 380,600     

運搬費 2.0 回 21,800.0    ※3 43,600      

小　　計 664,600     

※1 単価は経済調査会発行　　建築施工単価　2021年冬　p54 掲載値

※2 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値 (法定福利費等込み)

※3 単価は経済調査会発行　ﾏﾝｼｮﾝ修繕編　2019/2020　p223掲載値

5 資材倉庫 ﾘｰｽ6ｶ月(100戸程度)の場合

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

資材倉庫(1-3か月間) 2.0k×3.0k　平屋建て　20㎡ 90.0 棟/日 360.0       ※1 32,400      

資材倉庫(4-6か月間) 180.0 棟/日 720.0       129,600     

消耗品費 1.0 式 ※1 10,200      

同上　組立解体費 組立　3人　解体　2人 5.0 人 34,600.0    ※2 173,000     

運搬費 2.0 回 21,800.0    ※3 43,600      

小　　計 388,800     

※1 単価は経済調査会発行　　建築施工単価　2021年冬　p54 掲載値

※2 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値 (法定福利費等込み)

※2 単価は経済調査会発行　ﾏﾝｼｮﾝ修繕編　2019/2020　p223掲載値

単価

単価

単価

単価

単価
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6 事務所備品費 ﾘｰｽ6ｶ月(100戸程度)の場合

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

事務所備品費 事務机,椅子(4人分) 24.0 台/月 3,300.0     ※1 79,200      

ﾛｯｶｰ　4人分 24.0 台/月 2,500.0     ※1 60,000      

書架(ｽﾁｰﾙ戸棚)　2台 12.0 台/月 3,000.0     ※1 36,000      

会議ﾃｰﾌﾞﾙ・ﾊﾟｲﾌﾟ椅子(12人) 6.0 台/月 7,300.0     ※1 43,800      

ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ　1台　6か月 6.0 台/月 2,300.0     ※1 13,800      

ｺﾋﾟｰ機　ｶﾗｰ　1台 6.0 台/月 13,000.0    ※1 78,000      

冷蔵庫　2台 12.0 台/月 2,500.0     ※1 30,000      

ｴｱｺﾝ　2台 12.0 台/月 7,100.0     ※1 85,200      

掃除機(中)　1台　6か月 1.0 台 60,000.0    ※1 60,000      

消火器　2か所 2.0 台 3,450.0     6,900       

小　　計 492,900     

※1 単価はﾚﾝﾀﾙﾊﾞｽﾀｰｽﾞ　掲載価格

7 安全保安・監視員費　 足場掛け面積4000㎡で組立(ﾎｲｽﾄ楊重)解体(ﾛｰﾌﾟ荷降ろしの場合)

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

仮設資材搬入時(組立) 交通誘導警備員B  ※4 20.0 人 19,000.0    ※5 380,000     積算基準より

仮設資材搬入時(解体) 交通誘導警備員B  ※4 10.0 人 19,000.0    ※5 190,000     積算基準より

搬入口交通誘導員　※1 交通誘導警備員A  ※3 30.0 人 21,800.0    ※5 654,000     

現場事務所・休憩所組立解体時 交通誘導警備員B  ※4 2.0 人 19,000.0    ※5 38,000      

高圧水洗浄時　※2 交通誘導警備員B  ※4 3.0 人 19,000.0    ※5 57,000      

年始年末・夏季休暇及び台風時等　 巡回監視員 人 19,000.0    ※5 -           実数精算項目

その他管理組合要望等 交通誘導警備員B  ※4 人 19,000.0    ※5 -           

小　　計 1,319,000   

※1 歩道を横断し搬出入をする場合等の安全対策が必要な場合は場所毎に1名／日追加。

敷地形状により2方向以上の安全対策が必要な場合は方向毎に1名／日追加。

搬出入による車道の片側交互通行を含む場合　2名／日　追加

搬出入による車道の片側交互通行を含まない場合　1名／日　追加

※2 高圧水洗浄時　0.5名／日　追加 　　　　　　塗装面　350～400㎡／1人工　⇒700～800㎡／2人工

　　　　　　タイル面全面薬品洗浄　100㎡／1人工⇒200㎡／2人工

※3 交通誘導警備員A とは警備業者の警備員で、交通誘導警備業務(警備員等の検定等に関する規則第1条第4号に規定する交通誘導警備

業務)に従事する交通誘導警備に係る一級検定合格警備員又は二級検定合格警備員

※4 交通誘導警備員B とは警備業者の警備員で、交通誘導警備員A以外の交通の誘導に従事するもの

※5 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値 (法定福利費等込み)

8 安全対策費

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ(基本料金) 10台 10.0 台 480.0       ※1 4,800       

ﾊﾞﾘｹｰﾄﾞ(賃貸料金) 10台×180日 1,800.0 台/日 19.0        ※1 34,200      

ｶﾗｰｺｰﾝ（基本料金） 10台 10.0 台 60.0        ※1 600         

ｶﾗｰｺｰﾝ(賃貸料金) 10台×180日 1,800.0 台/日 4.0         ※1 7,200       

消火器（ﾘｰｽ料金） 2.0 台 4,260.0     ※1 8,520       

小　　計 55,320      

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値
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9 仮設用電源設備 6ｶ月(100戸程度)の場合

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

東電申請書類作成・申請費 電工 2.0 人 25,500.0    ※1 51,000      

低圧引込工事(撤去共) 電工 6.0 人 25,500.0    ※2 153,000     

配線工事 CV-3芯-14mm2 50.0 ｍ 1,030.0     51,500      

ﾌﾞﾚｰｶｰ(ﾎﾞｯｸｽ共) 1.0 個 14,700.0    14,700      

分電盤 1.0 個 14,800.0    14,800      

電気使用料金 6.0 カ月 3,000.0     18,000      

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続費用 1.0 回 20,680.0    20,680      

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ使用料金 6.0 カ月 3,000.0     18,000      

その他 (労務)×30％ 1.0 式 85,500      

小　　計 427,180     

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号P882　掲載値 

※2 単価は経済調査会発行　　建築施工単価　2021年冬　p424 掲載値

10 屋外及び道路面等清掃費

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

屋外及び道路面等清掃 軽作業員　 30.0 人 15,400.0    ※1 462,000     

-           

小　　計 ※1 462,000     

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値　軽作業員単価

11 荷揚設備費

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

ﾎｲｽﾄ楊重 台/日 800.0       -           

ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ 16t　ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ付 30.0 台/日 44,000.0    1,320,000   

同上　組立・解体費 特殊作業員 1.0 人 34,600.0    34,600      

同上　回送・運搬費 1.0 式 34,600      

小　　計 1,320,000   

※1 単価は経済調査会発行　　建築施工単価　2021年冬　p34.35掲載値

12 広報費 100戸程度の場合

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

標示看板 ﾎﾜｲﾄﾎﾞｰﾄﾞ　1台　6か月 6.0 台/月 2,300.0     13,800      

広報連絡印刷代 配布は現場管理費に含む 100.0 戸 2,000.0     200,000     

小　　計 213,800     

13 搬入経路養生費 50戸程度の場合

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

ｴﾚｰﾍﾞｰﾀｰ内養生費 1.0 基 21,000.0    ※1 21,000      

搬入経路床養生費 廊下・階段以外の箇所 50.0 ㎡ 220.0       ※2 11,000      

搬入経路内壁養生費 廊下・階段以外の箇所 50.0 ㎡ 300.0       ※2 15,000      

小　　計 47,000      

※1 単価は経済調査会発行　ﾏﾝｼｮﾝ修繕編　2019/2020　p223掲載値

※2 単価は経済調査会発行　　建築施工単価　2021年冬　p16掲載値

14 竣工時清掃(住戸金物) 戸当たり単価

科　　目 摘　　要 数量 単位 金額 備考

ﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り(物干金物・ﾀﾞｸﾄ・ｻｯｼ) 軽作業員　 0.1 人 21,700.0    ※1 1,953       

玄関(室名・新聞・郵便受け・傘立他) 軽作業員　 0.1 人 21,700.0    2,170       

ﾊﾞﾙｺﾆｰ廻り(手摺) 軽作業員　 0.1 人 21,700.0    2,170       

小　　計 戸 6,293       

※1 単価は建設物価調査会発行　建設物価　2021年1月号　掲載値 (法定福利費等込み)

参考 経済調査会発行　ﾏﾝｼｮﾝ修繕編　2019/2020　p224掲載単価　5000円/戸
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